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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第178期
第２四半期
連結累計期間

第179期
第２四半期
連結累計期間

第178期

会計期間
自　2016年４月１日
至　2016年９月30日

自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2016年４月１日
至　2017年３月31日

売上高
(百万円)

2,270,674 2,386,209 4,870,773

(第２四半期連結会計期間) (1,213,480) (1,242,576)  

営業利益 (百万円) 93,193 231,768 270,788

継続事業からの

税金等調整前四半期(当期)純利益
(百万円) 64,975 275,005 225,531

当社株主に帰属する

四半期(当期)純利益(△損失) (百万円)
115,309 △49,785 △965,663

(第２四半期連結会計期間) (35,506) (△100,111)  

当社株主に帰属する

四半期(当期)包括利益(△損失)
(百万円) 36,460 △54,281 △844,585

株主資本 (百万円) 363,239 △619,767 △552,947

純資産額 (百万円) 698,116 △416,811 △275,704

総資産額 (百万円) 4,832,782 4,074,914 4,269,513

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期(当期)純利益(△損失) (円)
27.23 △11.76 △228.08

(第２四半期連結会計期間) (8.39) (△23.65)  

株主資本比率 (％) 7.5 △15.2 △13.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △67,013 34,827 134,163

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △81,509 52,817 △178,929

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △282,506 △285,178 △219,758

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
(百万円) 524,493 512,612 707,693

　(注)１．当社の連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた企業会計の基準に基づいて作成されています。

　　　２．ウェスチングハウス社等における原子力事業は、Accounting Standards Codification(以下「ASC」という。)205-20「財務諸表の表

示－非継続事業」(以下「ASC 205-20」という。)に従い、第178期において非継続事業になりました。これに伴い、第178期の第２四

半期連結累計(会計)期間数値の一部を組み替えて表示しています。

　　　３．売上高には、消費税等は含まれていません。

　　　４．営業利益は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費並びにのれん減損損失を控除して算出したものであり、経営資源の配分の

決定及び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象となる損益を示しています。訴訟和解費用等は、当社グループの営業利益には

含まれていません。

　　　５．純資産額は、連結貸借対照表の資本合計(株主資本及び非支配持分の合計)を表示しています。

　　　６．株主資本比率の計算にあたっては、連結貸借対照表の株主資本を使用しています。

　 　７．基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期(当期)純利益(△損失)は、期中の加重平均発行済普通株式数に基づいて計算されていま

す。

     ８．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していません。
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２【事業の内容】

　当社は米国会計基準によって四半期連結財務諸表を作成しており、当該四半期連結財務諸表をもとに、関係会社に

ついては米国会計基準の定義に基づいて開示しています。これについては、「第１　企業の概況」及び「第２　事業

の状況」において同様です。

　当社グループは、当社及び連結子会社404社(2017年９月30日現在)により構成され、「エネルギー

システムソリューション」、「インフラシステムソリューション」、「リテール＆プリンティングソ

リューション」、「ストレージ＆デバイスソリューション」、「インダストリアルICTソリューショ

ン」及び「その他」の６部門に関係する事業を行っています。

　また、持分法適用会社は106社(2017年９月30日現在)です。

　当第２四半期連結累計期間(以下「当期」という。)において、当社グループが営む事業内容につい

て、重要な変更はありません。

 

　当期において、各事業に係る主要な関係会社の異動は概ね以下のとおりです。

　　(エネルギーシステムソリューション)

　　　2017年４月、東芝エネルギーシステムズ㈱を新設し、同年10月、当社のエネルギーシステムソ

リューション社の営む事業(ランディス・ギア統括部及び電力・社会システム技術開発センター

が営む事業を除く。)及び原子力事業統括部が営む事業(WEC監督部が営む事業を除く。)を吸収分

割により承継させました。

　　　2017年７月、当社の連結子会社であったスイス法人ランディス・ギア・グループ(2017年７月

にランディス・ギア・ホールディングスから商号変更)がスイス証券取引所に上場し、当社は保

有する同社株式の全てを売却しました。その結果、同社及び同社の子会社であるランディス・ギ

ア社は当社の連結子会社から除外されました。

　　　当社の持分法適用会社であった韓国法人ユニスン社が第三者に対して発行していた転換社債が

株式へ転換され、2017年６月には同社における当社の議決権比率が19.4％になっていたところ、

2017年９月、同社に当社から派遣していた理事が辞任したため、同社は当社の持分法適用会社か

ら除外されました。

　　(インフラシステムソリューション)

　　　2017年７月、当社のインフラシステムソリューション社の営む事業を東芝電機サービス㈱に吸

収分割により承継させ、同社は東芝インフラシステムズ㈱に商号変更しました。

　　(リテール＆プリンティングソリューション)

　　　主要な異動はありません。

　　(ストレージ＆デバイスソリューション)

　　　2017年４月、当社のメモリ事業(SSD事業を含み、イメージセンサ事業を除く。)を東芝メモリ

㈱に吸収分割により承継させました。

　　　2017年４月、東芝デバイス＆ストレージ㈱を新設し、同年７月、当社のストレージ＆デバイス

ソリューション社の営む事業を吸収分割により承継させました。

　　(インダストリアルICTソリューション)

　　　2017年７月、当社のインダストリアルICTソリューション社の営む事業(情報システム部が営む

事業、ソフトウェア＆AIテクノロジーセンター企画管理部が営む事業、ソフトウェア＆AIテクノ

ロジーセンターが営む事業のうちコーポレート研究開発機能を除く。)を東芝ソリューション㈱

に吸収分割により承継させ、同社は東芝デジタルソリューションズ㈱に商号変更しました。

　　(その他)

　　　主要な異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の第178期有価証券報告書に記載された「事業等

のリスク」について、当該有価証券報告書の提出日以後、当四半期報告書提出日現在までの間におい

て変更及び追加すべき事項が生じております。以下の内容は当該有価証券報告書の「事業等のリス

ク」を一括して記載したものであり、当該変更及び追加箇所については下線で示しております。

　なお、以下に記載する事項は、当社グループの今後の計画、見通し等の将来予想に関する記述を含

んでおり、かかる将来予想に関する記述は、当社グループが当四半期報告書提出日現在において合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、不確実性が内在しているため、実際の業績等の結果

は見通しと大きく異なる可能性があります。

 

(1)経営方針に係るもの

１）メモリ事業の売却に伴う影響

　当社グループは、その設備投資・投融資をメモリ分野に集中することとしていましたが、当社は、

2017年９月28日付でメモリ事業を営む東芝メモリ㈱(以下「東芝メモリ」という。)の全株式を譲渡す

るため、Bain Capital Private Equity, LP(そのグループを含み、以下「ベインキャピタル」とい

う。)を軸とする企業コンソーシアムにより組成される買収目的会社である㈱Pangeaと株式譲渡契約

を締結しました。当社は、当該株式譲渡の実行に伴い、東芝メモリの当該株式譲渡後の安定的な事業

の移管実現を目的として、㈱Pangeaに一部再出資を行うことを予定しておりますが、東芝メモリの株

式売却が完了した後は、同社は、当社100％出資の連結子会社から除外されることになります。メモ

リ事業の営業利益は、近年、当社グループの連結営業利益の大部分を占めていたことから、東芝メモ

リの株式売却の結果、当社グループの連結営業利益は大幅に減少する見込みです。また、今後、メモ

リ事業以外の分野において、メモリ分野と同等の利益が生み出される保証はなく、従前の利益水準ま

で回復しない可能性があります。

 

２）戦略的提携・買収の成否

　当社グループは、研究開発、製造、販売等あらゆる分野において、成長事業、新規事業を含む様々

な事業につき、共同出資関係を含む他社との提携や買収を積極的に推進していました。このような提

携や買収において、資金調達、技術管理、製品開発等、経営戦略について提携先と不一致が生じ、提

携関係を維持できなくなる可能性や、提携や買収が期待どおりの効果を生まない可能性があります。

また、提携先の財務状態の悪化、その他の事情により提携事業に対する追加の資金支出や債務保証を

供与することを余儀なくされ、その結果、当社グループの業績や財政状態に悪影響を与える可能性が

あります。

 

３）事業構造改革

　当社グループは、電子デバイス部門のシステムLSI及びディスクリートの各事業部門、ライフスタ

イル部門のパソコン、映像及び家庭電器の各事業部門、全社スタフ部門等(いずれも当時)において、

2015年度に大規模な構造改革を断行し、多額の構造改革費用等の発生を伴ったものの、これにより課

題事業の改善について一定の目途をつけました。しかしながら、当社は、2017年度にほとんどの事業

部門を分社化したことから、全社スタフ部門が担うべきコーポレート機能については、当社グループ

全体の企業価値最大化とガバナンス強化に特化するとともに、医用機器事業、白物家電事業、メモリ

事業の売却等による当社グループの事業規模の縮小に伴い、全社スタフ部門を適正な規模に保つ必要

があり、かかる事態に対応するための追加的な構造改革が必要となる見込みです。また、当社グルー

プの連結営業利益の大部分を占めていたメモリ事業を営む東芝メモリの株式を売却することも踏ま

え、他の事業の収益構造の改善のために追加的な構造改革が必要となる見込みです。これに加え、更

なる事業環境の変化により、新たな課題事業が発生した場合や構造改革が収束したはずの事業につき

別の問題が発生した場合等には、新たな又は追加の施策等が必要になることに伴い更なる事業構造改

革費用等を計上することとなり、その結果、当社グループの業績や財政状態に悪影響を与える可能性

があります。
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(2)財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に係るもの

１）エネルギーシステムソリューション部門の事業環境

　当部門では、国内外の電力事業者を中心とする民間設備投資に係る売上が当部門の売上の相当部分

を占めています。このため、これらの投資動向の影響を受けることから、景気後退、インフラ投資に

かかる減税措置の動向、人件費の高騰等に起因する建築コストの増加、その他民間事業者の事業環境

の変化等に伴う民間設備投資の低迷、為替変動が当部門の事業に悪影響を与える可能性があります。

　また、当部門は、世界各国、各地域で大規模案件の推進及び受注を行っていますが、案件の仕様そ

の他の条件の受注後の変更、工程遅延、材料価格の高騰、政策の変更その他による計画変更・凍結・

中止や災害発生等が事業遂行に大きな悪影響を与えることがあります。収益計上が工事進行基準に

よっている案件では、当初の見積りに不足があった場合、案件の収益が当初の想定より悪化した場

合、案件が何らかの事情により遅延又は中止となった場合等には、当該案件に関して計上した収益を

遡って見直して損失として計上する可能性があり、過去においては実際に損失を計上した案件があり

ます。

　電力事業のプラント案件では、当社が当社グループ内に機能を持たない所掌に関して、パートナー

企業と責任を分担するコンソーシアムを組成し、設計・エンジニアリング、調達、建設工事を一括し

て、固定価格で受注することがあります。この場合、発注者に対し、パートナー企業と連帯債務を負

うことが一般的であるため、パートナー企業の事業遂行能力の不足、分担業務の不履行やパートナー

企業自体の財務状態の悪化や法的整理が生じた場合、当社がパートナー企業の債務を負担することと

なり、予想外の大幅な費用負担の増大、現金支出の増大が発生する可能性があります。また、固定価

格の契約の場合、建設コストの増加や納期遅延によって発生する損失は、発注元との分担の仕組みが

導入されている場合を除いて、原則として受注企業が負担することになります。特に、当部門の主要

事業の一つである原子力事業においては、テロ対策や大規模自然災害への安全対策の要請が高くな

り、各国政府の安全基準の変更が相次いで実施されたことに加え、原子力発電所の新規建設機会が長

期間存在していなかった地域における案件や最新鋭の施設の建設においてはベンチマーク可能な案件

が存在しないこと等により、コストが当初の見積りと比較して予想外に増大したり、工程が予想外に

長期化する案件が発生しました。

　以上の事情を背景に、案件の中止、規制その他の事業環境の変更や変化、工程遅延や初号機に特有

の想定外の事象が生じた場合に追加で発生したコスト等について発注元、パートナー企業、その他に

転嫁できず回収不能となる可能性やその負担を巡り係争が生じる可能性があり、実際に訴訟において

請求している案件もあります。受注を目的として当該案件を推進する事業者に出資を行う案件につい

ては、案件の動向次第によっては発注元その他第三者に対する損害賠償責任の発生、費用負担の発

生、出資の減損、資金負担の増加や投資回収の遅れ等が生じる可能性があります。現在進行中の案件

についても資金拠出者の方針変更等によりプロジェクトの継続が困難となる可能性があります。

　電力流通システム事業は、ブラジルの東芝南米社を始め世界各国・各地域で海外事業を展開してお

りますが、非常に厳しい事業環境にあります。これを受けて、構造改革を断行すべく、一部事業の終

息や売却を含む事業の選択と集中を検討しています。これにより、一定の追加費用が発生する可能性

があります。

　また、電力事業のプラント受注においては、入札時、受注時、工事開始時に履行保証又は支出保証

のため銀行保証状等の提出を求められることが通常ですが、近時の当社の投資格付の低下、財務状況

の悪化等に伴い、銀行保証状の提出が困難となり、又は銀行保証状の提出にかかるコスト負担の増大

又は銀行保証状に替わる現金担保の提供や銀行に対する現金預け入れが必要となる可能性があり、受

注機会の喪失又は現金負担の予想外の増大が発生する可能性があります。さらに、「(5)取引慣行に

係るもの　１）履行保証等」に記載のとおり、当社子会社がプラント等の物件を受注する際には、子

会社による履行保証又は支払保証のために、当社が親会社保証を供与することがあります。当社は、

既に子会社によるプラント受注において多額の支払債務及び履行債務に関して親会社保証を提供して

いるところ、子会社の財政状態の悪化等の結果、子会社により当該債務が履行されない状況に陥った

場合、当社が親会社保証を履行する必要が生じ、当社に多額の追加的な現金負担が発生するととも

に、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。
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２）インフラシステムソリューション部門の事業環境

　当部門は、公共インフラ、ビル・施設、産業システムの領域に様々なソリューションを提供してい

ます。

　当部門では、公共投資及び民間設備投資に係る売上が当部門の売上の相当部分を占めているため、

世界各国、各地域における、公共投資の減少や遅れ、景気後退、インフラ投資にかかる減税措置の動

向、人件費の高騰等に起因する建築コストの増加、その他民間事業者の事業環境の変化等に伴う民間

設備投資の低迷、建築・住宅着工の動向等が、当部門の事業に悪影響を与える可能性があります。

　当部門は、世界各国、各地域で事業展開を図っていますが、案件の仕様その他の条件の受注後の変

更、政策の変更その他による計画変更・凍結、規制の変更、材料価格・人件費の高騰や災害発生等が

事業遂行に大きな悪影響を与えることがあります。また、為替変動等も当部門の事業に悪影響を与え

る可能性があります。特に、収益計上が工事進行基準によっている案件では、当初の見積りに不足が

あった場合、案件の収益が当初の想定より悪化した場合、案件が何らかの事情により遅延又は中止と

なった場合等には、当該案件に関して計上した収益を遡って見直して損失として計上する可能性があ

り、過去においては実際に損失を計上した案件があります。

 

３）リテール＆プリンティングソリューション部門の事業環境

　当部門は、流通小売業・サービス業、一般オフィス、製造・物流業及び特定顧客向けのリテールソ

リューションと一般オフィス、製造・物流業向けのプリンティングソリューションを提供していま

す。当部門の業績は、各地域での政治、経済、税制、環境対応規制及び為替の変化、顧客の業績悪化

による設備投資の延期や中止、複合化・システム化に伴う業界再編の加速、競合他社との更なる市場

競争の激化、当該業界への新規参入等により、悪影響が生じる可能性があります。

 

４）ストレージ＆デバイスソリューション部門の事業環境

　当社グループの営業損益は、当部門への依存度が高くなっていますが、当部門は需給の循環的変動

傾向が顕著であり、当部門の業績は景気変動の影響を受けて大きく変動し、また、為替変動の影響を

特に大きく受ける傾向にあります。また、当部門は海外を中心とした同業他社との厳しい競争下にあ

ります。さらに、技術革新や消費者市場・供給先メーカーの動向などにより左右され、需要を事前に

正確に予測することは困難な傾向にあり、多額の設備投資を実施しても、予期せぬ市場環境の変化に

伴い、販売に至るまでの間に需要が変動し、想定した販売規模に合致しない可能性、あるいは供給過

剰による製品単価の下落の悪影響を受ける可能性等があります。特に主力製品であるNAND型フラッ

シュメモリは、価格が急激に変動することがあります。当部門の業績が変動した場合には当社グルー

プ全体の業績に大きな悪影響を与える可能性があります。また、市況が下降局面を迎えたり、新製品

の立上げが遅れたり、生産が計画どおり進まなかったり、新技術が急速に出現したりすることによ

り、現在の製品の競争優位性が失われ又は低下する可能性があります。NAND型フラッシュメモリは、

量産効果が大きく、新製品の開発競争も激しいため、価格、品質等の競争力を維持、強化するために

は、多額の設備投資が必要ですが、当社グループの資金調達状況等によっては、必要な時期に必要な

設備投資金額を確保できない可能性があります。なお、「(1)経営方針に係るもの　１）メモリ事業

の売却に伴う影響」に記載のとおり、当社は、メモリ事業を営む東芝メモリの全株式を譲渡するた

め、ベインキャピタルを軸とする企業コンソーシアムにより組成される買収目的会社と株式譲渡契約

を締結しました。

 

５）インダストリアルICTソリューション部門の事業環境

　当部門では、金融業、大手製造業等の民間IT投資や政府、地方公共団体向け等の公共IT投資に係る

売上が当部門の売上の相当部分を占めています。このため、これらの投資動向の影響を受けることか

ら、景気後退等に伴う民間IT投資の低迷や公共IT投資の減少や遅れが当部門の事業に悪影響を与える

可能性があります。当部門のソリューション・サービスは、請負契約で受注することが多く、受注か

ら納期までの期間が比較的長く、当初の見積りに不足があった場合やプロジェクト管理に問題が発生

した場合等には、想定を超えるコストが発生する可能性があります。また、納期遅延や、納入したシ

ステムに瑕疵が発生した場合は、追加でのコスト負担に加え、発注者に対し損害賠償する必要が生じ

る可能性があります。
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６）その他部門の事業環境

　パソコン及びテレビは、同業他社との厳しい競争下にあり、構造的に利益が計上できにくい状況に

あります。これらの事業は為替変動のほか、代替製品や低価格品の普及、景気変動や消費税の増税等

による消費者の消費動向の影響を大きく受ける可能性があり、さらに需要動向が急激に変動した場

合、商品価格下落や部品価格高騰により悪影響を受ける可能性があります。これらの事業について、

大規模な構造改革を断行しましたが、これらの施策により期待した効果が出ない場合等には、追加の

施策が必要となる可能性があります。

 

７）財務リスク

　当社の連結及び単体の経営成績及び財政状態は、当社又は当社グループの事業活動の影響を受ける

ほか、主として以下の財務的な要因の影響を受ける可能性があります。

①　繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産を計上しています。当社グループは、入手可能な証拠に基づき実現

可能性が低いと判断されるものを対象として、繰延税金資産に対する評価性引当金を計上していま

す。評価性引当金の計上は、見積りを含む本質的に不確実な処理です。当社グループは、2017年３月

31日現在において、繰延税金資産総額988,606百万円に対し、評価性引当金△903,744百万円を計上し

ています。下記「⑤株主資本及び純資産」に記載のとおり、ウェスチングハウスエレクトリックカン

パニー社及びその米国関係会社並びに米国外の事業会社群の持株会社である東芝原子力エナジーホー

ルディングス(英国)社(上記会社群を以下「申立対象会社」という。)の米国連邦倒産法第11章に基づ

く再生手続の開始により、主に米国原子力発電所建設プロジェクトにおいて当社が電力会社に提供し

ている親会社保証に関連する損失計上及びウェスチングハウス社グループへの当社債権に対する貸倒

引当金の計上を行い、その結果、ウェスチングハウス社グループにおける原子力事業に係る非継続事

業からの税金等調整前当期純損失として△1,394,157百万円を計上いたしましたが、当該損失のほと

んどが税務申告上加算申告の対象となっており、その金額はウェスチングハウス社関連株式約6,400

億円、ウェスチングハウス社に対する貸付債権約1,000億円、ウェスチングハウス社に対する親会社

保証に係る代位債権約6,600億円からなる合計約１兆4,000億円となっております。この一時差異に係

る繰延税金資産については、継続企業の前提に関する注記に記載された状況を受けて回収可能性の検

討を行った結果、そのほとんどにつき評価性引当金を計上しております。この一時差異に係る繰延税

金資産の実現可能性は、当該損失が税務申告上の損失として認識された後に十分な課税所得を獲得で

きるか否か、あるいはタックスプランニングの実行にかかっています。他方、「７）財務リスク　⑤

株主資本及び純資産」に記載のとおり、2017年度においてはメモリ事業の非適格分割に伴う法人税等

として約3,400億円を計上する見込みであることから、当社グループ全体としてのタックスプランニ

ングを検討しております。

　上記の他、当社グループでは、今後さらに評価性引当金の計上が必要となる場合があり、将来の当

社グループの業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

　また、繰延税金資産、評価性引当金の計上は現行の税制度を前提として行っており、税制の改正が

行われた場合には影響を受ける可能性があります。

②　為替変動の影響

　当社グループの事業活動は、世界各地域において様々な通貨を通じて行われているため、為替相場

の変動の影響を受けます。

　当社グループは、売上外貨と購入外貨のバランス化を図り、為替相場の変動の影響を極小化する対

応に努めていますが、セグメント毎の事業規模のバランスが変動すること等により、営業損益が為替

変動の影響を受ける可能性があります。また、急激な為替変動により、外貨建ての債権債務の計上時

期と決済時期の為替レートの差異から生じる為替換算差損が発生する可能性があります。

　また、米国原子力発電所建設プロジェクトにおいて当社が電力会社に提供している親会社保証の責

任上限額は米ドル建てで確定しており、さらに、米国の天然ガス液化役務提供会社との間の天然ガス

の液化に関する加工委託契約に基づく債務も米ドル建てで確定しており、これらの支払は米ドル建て

で行われることから、急激な為替変動により円に換算した場合の当社の支払負担が増加する可能性が

あります。

　当社グループの保有する外貨建ての資産、負債等を連結財務諸表の表示通貨である円に換算するこ

とによって発生する外貨換算調整額は、資本の部の「その他の包括損益累計額」に含めて報告されま

す。このため、当社グループの株主資本は為替相場の変動により悪影響を受ける可能性があります。

③　未払退職及び年金費用

　期間純退職及び年金費用及び退職給付債務の計算に影響を与える最も重要な仮定は、割引率と年金

資産の期待収益率です。割引率は、現在利用可能で、かつ、年金給付の支払期日までの間利用可能と
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予想される高格付けで確定利付の社債及び確定利付の国債の利回りなどを考慮して決定しています。

期待収益率は、保有している年金資産の構成、運用手法から想定されるリスク、過去の運用実績、年

金資産運用の基本方針及び市場の動向等を考慮して決定しています。

　当社グループは、年金制度の積立状況(退職給付債務と年金資産の公正価値の差額)を連結貸借対照

表で認識しており、対応する調整を税効果控除後、資本の部の「その他の包括損益累計額」に含めて

報告しています。この調整の対象は未認識の保険数理上の損失、過去勤務費用及び移行時債務残高で

あり、適用される会計基準に従い会計処理の上、期間純退職及び年金費用として認識されます。運用

収益の悪化による年金資産の公正価値の減少や、割引率の低下、昇給率やその他の年金数理計算に使

用する前提とする比率の変動による退職給付債務の増加に伴い年金制度の積立状況が悪化し、その結

果、当社グループの株主資本は悪影響を受け、また、売上原価又は販売費及び一般管理費として計上

される期間純退職及び年金費用が増加する可能性があります。

④　長期性資産及びのれんの減損等

　長期性資産について、減損の兆候があり、かつ資産の帳簿価額を回収できない可能性がある等の場

合、当該長期性資産について帳簿価額を公正価値まで減額し、当該減少額を損失として計上する可能

性があります。また、当社の連結貸借対照表には、米国会計基準に基づき2017年９月30日時点で692

億円ののれんが計上されています。のれんについては、１年に１回減損テストを実施しており、減損

テストにおいて、報告単位の帳簿価格がその公正価値を上回る場合に、当該報告単位に割り当てられ

たのれんの総額を上限として、その上回る額を減損額として認識することになります。さらに、１年

に１回の減損テストに加えて、事業環境の変化等による企業価値の下落を示唆する状況が発生した場

合で、帳簿価額の合計額が公正価値を上回っている場合は、減損を認識することになります。した

がって、長期性資産やのれんの対象事業の将来キャッシュ・フローの見込み、加重平均資本コストの

割引率の変動によっては、減損を計上する可能性があります。継続企業として、2014年度において

は、ディスクリート事業を主因に534億円の長期性資産減損を、2015年度においては、POSシステム事

業及び電力流通システム事業を主因に474億円ののれんの減損及び1,660億円の長期性資産減損を、

2016年度においては、売電事業を主因に169億円ののれんの減損及び345億円の長期性資産減損を、そ

れぞれ計上しており、今後同様の減損損失の計上が追加的に又は新たに生じる可能性もあります。

　また、当社グループが投資有価証券として保有している上場株式の時価が下落した場合、当該株式

の評価損の計上や未実現有価証券評価損益に悪影響を与える可能性があります。

⑤　株主資本及び純資産

　当社グループにおいて、申立対象会社が、2017年３月29日(米国時間)に米国連邦倒産法第11章に基

づく再生手続(以下「再生手続」という。)を申し立てることを決議し、同日付でニューヨーク州連邦

破産裁判所に申し立てました。再生手続の開始により、主に米国原子力発電所建設プロジェクトにお

いて当社が電力会社に提供している親会社保証に関連する損失計上及びウェスチングハウス社グルー

プへの当社債権に対する貸倒引当金の計上を行ったことを主因に、当社の連結純資産は著しく減少し

ました。このため、海外市場において当社及び当社グループ会社がEPC(Engineering，Procurement

and Construction)契約(設計、調達、建設を含む建設プロジェクトの建設工事請負契約)を締結する

にあたり、発注者の要求する財務水準を満たすことが出来なくなり、その結果、案件受注に悪影響が

及ぶ可能性があります。

　当社グループの事業遂行においては、特定建設業の許可が必要となる事業がありますが、特定建設

業の許可の更新には、一定の財産的基礎を有することが必要とされています。そのため、かかる財産

的基礎を持てなくなった場合には、当社グループの特定建設業の許可を維持することが困難となる可

能性があります。

　当社は、2017年４月１日付でメモリ事業を東芝メモリへ吸収分割し、承継させましたが、当該吸収

分割は外部資本導入を視野に実施したものであり、関連税制に照らし、非適格分割と認識されます。

2017年９月28日に東芝メモリの全株式を約２兆円で譲渡する旨の株式譲渡契約を㈱Pangeaと締結した

ことによりメモリ事業の価値が確定したため、想定課税所得が算出できることになりました。このた

め、2017年度通期の連結損益計算書においてメモリ事業の非適格分割に伴う法人税等として約3,400

億円を計上する見込みです。これに伴い、2018年３月末現在の連結株主資本は△7,500億円となる見

込みです(上記の見込みは、当四半期報告書提出日現在において合理的であると判断される一定の前

提に基づいており不確実性が内在しているため、本「事業等のリスク」記載の要因その他様々な要因

により、実際の結果は見込みと大きく異なる可能性があります。)。

　また、当社グループは、2017年３月期に係る連結貸借対照表において債務超過となったため、当社

株式は東京証券取引所及び名古屋証券取引所によって市場第二部への指定替えとなりました。また、

その後１年以内に債務超過の状態を解消できなかった場合には当社株式は上場廃止となります。当社
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は財務体質回復のため、東芝メモリの全株式を譲渡する株式譲渡契約を㈱Pangeaと締結いたしました

が、2018年３月末までに東芝メモリの全株式譲渡が完了しなかった場合、連結貸借対照表における債

務超過が解消されず、上場廃止となる可能性があります。当社株式が上場廃止となった場合、当社グ

ループの事業、業績及び財政状態に重大な悪影響を及ぼす可能性並びに本邦においては一部の国のよ

うに非上場株式を売買する市場が事実上存在しないことから、当社株主が株式を売却する機会が著し

く制限される又は事実上困難となる可能性があります。

　当社は、上記のような状況を解消するため、資本政策については様々な検討を行っており、最適な

資本構成や資本調達方法について継続的に検討しています。

　加えて、2017年３月期に係る当社の単体の貸借対照表において、債務超過額が約7,300億円となっ

ております。このため、東芝メモリの全株式譲渡完了後であっても会社法第461条第２項に定める分

配可能額を十分に確保することができず、当面の間剰余金の配当等を行うことができない可能性があ

ります。

 

８）資金調達環境の変化等

　当社グループは、借入れや社債の発行による資金調達を行っていますが、金融危機、金利等の市場

環境、資金需給の影響を強く受けるため、これらの環境の変化が、当社グループの資金調達に悪影響

を及ぼす可能性があります。また、当社グループは、市場や金融機関から借入れを行っていますが、

金融市場が不安定な混乱状況に陥った場合、金融機関が自己資本規制強化に伴い貸出しを圧縮した場

合、あるいは格付機関による当社の信用格付の引下げ等の事態が生じた場合、今後新たに同様の条件

により借換え又は新規の借入れを行えるとの保証はなく、当社グループが適時に当社グループが必要

とする金額の借入れを行うことができない場合には、当社グループの資金調達に悪影響を及ぼす可能

性があります。なお、当社の当四半期報告書提出日現在の格付状況の詳細は、「３　財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載のとおりですが、「(10)過年度の不正な会計処

理」に記載の過年度の有価証券報告書等の訂正及び業績の悪化が続いていることに伴い、前々事業年

度の第177期有価証券報告書提出日から現在までに、ムーディーズ・ジャパン㈱の長期格付は１ノッ

チ、S&Pグローバル・レーティング・ジャパン㈱の長期格付は４ノッチ、㈱格付投資情報センターの

長期格付は５ノッチ引下げられており、今後もさらに信用格付の引下げが生じる可能性があります。

　当社は、当社グループを取り巻く多様かつ緊急の資金需要に柔軟に対応するため、現在複数の金融

機関との間で総額6,800億円のコミットメントライン契約を締結しており、資金需要に応じて随時借

入を行っています。現在のコミットメントライン契約に対しては東芝メモリ株式を担保提供していま

す。当社は同コミットメントライン契約継続に向け今後も可能な限りの努力を行う予定ですが、東芝

メモリ株式売却に重大な支障が生じた場合、コミットメントライン契約による借入に多大な影響を与

え、当社グループの資金繰りに重大な支障が生じる恐れがあります。

　また、当社が複数の金融機関との間で締結している借入れに係る契約(以下「財務制限条項付借

入」といい、2017年９月30日時点での残高は約2,220億円。)には財務制限条項が定められており、借

入先金融機関の請求により、当該借入れについて期限の利益を喪失する可能性があります。その場

合、さらに、いわゆるクロスデフォルト条項に基づき、当該借入以外の当社の社債その他の借入れに

ついても同様に期限の利益を喪失する可能性があります。

　当社は、2016年12月28日付の格付機関による当社信用格付の引下げにより、当該財務制限条項に抵

触していますが、借入先金融機関との間で2017年12月25日までの期限の利益喪失要求の一時的留保に

ついて合意を得ています。しかしながら、2017年12月26日以降において、借入先金融機関の請求が

あった場合に期限の利益を喪失する可能性があります。なお、当社が既述の借入金について期限の利

益を喪失した場合、社債その他の借入金についても同様に期限の利益を喪失する可能性があります。

2017年９月30日時点での上記クロスデフォルト対象の当社借入残高は、財務制限条項付借入を含め、

総額で約5,000億円です。

　当社は、今後も借入先金融機関の理解を得る努力を行うなど、財務制限条項への抵触による期限の

利益喪失を回避するための施策を最大限継続的に行っていきますが、当社が財務制限条項付借入につ

いて期限の利益を喪失する場合、当社の事業運営や存続に重大な悪影響が生じる可能性があります。

 

(3)取引先等に係るもの

１）資材等調達
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　当社グループの事業活動には、部品、材料等が適時、適切に納入されることが必要ですが、部品、

材料等の一部については、その特殊性から外注先が限定されているものや外注先の切替えが困難なも

のがあります。部品、材料等の供給遅延等が生じた場合には、必要な部品、材料等が不足する可能性

又は購入のための費用が増加する可能性があります。また、当社グループが競争力のある製品を市場

に供給するためには、競争力のある価格で部品、材料を購入するとともに、外注先を含めたサプライ

チェーンの最適化が必要です。さらに、当社グループの生産活動をはじめとする事業活動には、電力

が安定して供給されることが必要ですが、国内の原子力発電所の稼動停止に伴う電力供給不足と為替

変動を受けた燃料費上昇により、電気料金の更なる値上げが行われる可能性があります。このよう

に、主要な外注先からの調達に支障を来たした場合や、電力供給不足、電気料金の更なる値上げが行

われた場合には、当社グループの競争力に悪影響を与えることがあります。また、調達した部品、材

料等に欠陥が存在し、仕様が満たされていない場合は、当社グループ及び東芝ブランドの製品の信頼

性及び評価に悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社の決算発表の遅れ、監査報告書若しくは四半期レビュー報告書に「無限定適正意見」若

しくは「無限定の結論」が記載されないこと、又は財務状況悪化に起因する当社グループの信用力低

下により、調達先から取引継続条件として信用保証、現金払い等を要求される可能性があり、その場

合は主要な調達先からの調達に支障をきたすことやこれまでにない資金負担等が生じる可能性があり

ます。

 

２）人的資源の確保

　当社グループの事業の成否は、開発、生産、販売、経営管理等のすべてのプロセス、分野における

優秀な人材の確保に大きく依存しています。特に事業のグローバル展開及び先端的な開発・研究の推

進には、人材の確保が必要不可欠です。しかし、各プロセス、分野における有能な人材は限られてお

り、人材に対する需要が高まっているため、人材確保における競争が激しくなっています。このた

め、在籍している従業員の流出の防止や新たな人材の獲得ができない又は獲得するために従来以上の

コストが必要となる可能性があります。

　一方、当社グループは固定費の削減を目的として、賞与の減額、役職者の賃金減額、諸手当・日当

の見直し等の人事上の施策を実施しています。しかしながら、かかる人事施策の実施により、当社グ

ループの従業員の士気、生産効率又は人材の確保に悪影響を及ぼす可能性があります。

　加えて、当社グループの近年の経営・財務状況の悪化等の影響を受け、人材の社外流出が続いてお

り、今後も経験豊かな人材が意図せず社外に流出してしまう可能性があります。そのような事態が生

じた場合、当社グループの事業運営に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(4)製品、技術等に係るもの

１）新規事業

　当社グループは、新規事業を営む会社に投資をし、新規事業に関して他社と提携し、又は新規事業

を自ら積極的に推進しています。

　新規事業は不確定要因が多く、事業計画を予定どおり達成できなかった場合は、それまでの投資負

担等が、当社グループに悪影響を与える可能性があります。

 

(5)取引慣行に係るもの

１）履行保証等

　当社は、当社子会社がプラント等の物件を受注する際に、取引先の求めに応じて契約履行保証等の

親会社保証を供与することがあります。この親会社保証は、商習慣から経常的に行われているもので

すが、当社子会社が契約上の義務を履行できない場合には、当社に損失が発生する可能性がありま

す。

　一部の契約においては、当社の連結純資産、連結営業損益又は格付が当該取引先との契約に定める

水準を下回ることとなったため、該当する保証について、親会社保証から信用状、ボンド又は現金担

保の提供による保証に切り替え等を行う必要が生じ、追加費用負担が発生する可能性があります。

 

(6)新製品及び新技術に係るもの

１）新商品開発力
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　先進的で魅力的な商品、サービスを提供することが当社グループの責務です。しかしながら、急激

な技術の進歩、代替技術・商品の出現、技術標準の変化等により、新商品を最適な時機に市場に投入

することができない可能性、新商品が市場から支持される期間が計画期間を下回る可能性がありま

す。また、技術開発に必要な資金と資源を今後も継続して十分に確保できない場合、新商品の開発、

投入に支障を来たす可能性があります。

　当社グループは、経営資源の集中と選択を高める観点から、研究開発においても販売時期を考慮し

た上で、当社独自の先端技術の開発に開発テーマを厳選しています。特定の商品、技術分野において

は、他商品、技術分野に研究開発対象を厳選することに伴い研究開発が進まず、その結果、当社グ

ループの技術面における優位性が損なわれる可能性があります。

 

(7)法的規制等に係るもの

１）情報セキュリティ

　当社グループは、事業遂行に関連して、多数の個人情報を有しています。当社グループは、情報管

理に万全を期していますが、予期せぬ事態によりかかる情報が流出し、第三者がこれを不正に取得、

使用するような事態が生じた場合、当社グループのブランドイメージや社会的評価、事業に悪影響を

与え、当社グループが損害賠償責任を負う可能性があります。

　また、当社グループは、技術、営業その他事業に関する営業秘密を多数有しています。当社グルー

プは、情報管理体制の整備及び厳重化、社員教育等を通じて、かかる営業秘密のグループ外への漏洩

を防ぐ方策を講じていますが、過去には営業秘密の漏洩を疑わせる事態も発生しており、漏洩の結

果、第三者がこれを不正に取得、使用するような事態が生じた場合、当社グループの競争力が損なわ

れ、当社グループの事業や業績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

　加えて、当社グループの事業活動において情報システムや情報通信ネットワークの役割は極めて重

要です。当社グループは、情報システムや情報通信ネットワークの安定的運用と安全対策の充実に努

めていますが、コンピュータウイルスや不正アクセスなどのサイバー攻撃、ソフトウェア又はハード

ウェアの障害、外部事業者が提供する情報通信サービスの停止、災害等により情報システムや情報通

信ネットワークが機能不全に陥る可能性は皆無ではなく、その結果、当社グループの事業が悪影響を

受ける可能性があります。

 

２）コンプライアンス、内部統制関係

　当社グループは、世界各地域において様々な事業分野で事業活動を展開しており、各地域の法令、

規則の適用を受けます。当社グループは、コンプライアンス(法令遵守)、財務報告の適正性確保を始

めとする目的達成のために内部統制システムを構築し、運用していますが、2015年度に、当社におい

て過去数年間にわたって利益の先取りや費用の先送り等不正な会計処理が継続されていたことが判明

し、財務報告に係る内部統制の不備を認識しました。当社は、2015年９月30日付で発足した経営刷新

体制のもとで、適切な内部統制の整備、運用をすすめてまいりました。その結果、2015年度において

財務報告に係る全社的な内部統制の重要な不備を是正するための改善策についての整備は完了し、運

用も概ね定着したものの、運用期間の制約からすべての改善策について必ずしも十分には運用状況が

確認できなかったこと、2016年３月31日を基準日として行う財務諸表監査において修正事項及び決

算・財務報告プロセスに係る不備が発見されたことを勘案し、2015年度において開示すべき重要な不

備が存在するものと判断いたしました。その後、2016年度においては、前事業年度末におけるこれら

の開示すべき重要な不備の是正措置は完了し、その他対象項目の整備・運用評価の状況を勘案した結

果、2016年度の財務報告に係る内部統制は有効と判断いたしました。

　しかしながら、第178期有価証券報告書提出日現在において、当社の監査人による内部統制監査の

結果、当社グループ内の内部統制に開示すべき重要な不備等が指摘され、不適正意見等が付されてい

ることから、当社に対する社会的評価の低下等により、当社グループの事業や業績及び財政状態に悪

影響を与える可能性並びに当社株主が株式を売却する機会が著しく制限される可能性があります。

　また、内部統制システムは本質的に内在する固有の限界があるため、その目的が完全に達成される

ことを保証するものではありません。したがって、将来にわたって法令違反等が発生する可能性が皆

無ではありません。また、法規制や当局の法令解釈が変更になることにより法規制等の遵守が困難に

なり、一定の地域又は分野で事業継続が困難となる可能性や、法規制等の遵守のための費用が増加す

る可能性があります。さらに、当社グループがこれらの法規制等に違反した場合には、当社グループ
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が、課徴金等の行政処分、刑事処分若しくは損害賠償請求の対象となり、又は当社グループの社会的

評価が悪影響を受け、その結果、当社グループの事業や業績及び財政状態に悪影響を与える可能性が

あり、過去には課徴金の行政処分を受けたことがあります。

 

３）環境関係

　当社グループは、世界各地域において、大気汚染、水質汚濁、有害物質、廃棄物処理、製品リサイ

クル、地球温暖化防止、エネルギー等に関する様々な環境関連法令の適用を受けています。当社グ

ループの過失の有無にかかわらず、世界各地に有する製造等の拠点における土地の浄化責任を負うこ

とがあるなど、過去分を含む事業活動に関し、環境に関する法的、社会的責任を負う可能性がありま

す。また、将来環境に関する規制や社会的な要求がより厳しくなり、有害物質の除去や温室効果ガス

排出削減等の責任がさらに追加される可能性があります。

　当社グループは、事業遂行に際し、様々な化学物質、放射性物質、核燃料物質等を取り扱っていま

すが、自然災害、テロ、事故、その他不測の事態(当社グループがコントロールできないものを含

む。)が発生することにより、万一環境汚染が発生し、又はそのおそれが発生した場合には、当社グ

ループに損失が生じ又は当社グループの社会的評価に悪影響を与える可能性があります。

 

４）品質問題

　当社グループは、製品の特性に応じて最適な品質を確保できるよう、全力を挙げて品質管理に取り

組んでいますが、これまでも予期せぬ事情によりリコール、訴訟等が発生しており、今後もそのよう

な事態に発展する品質問題が発生する可能性は皆無ではありません。また、大型案件で重大な品質問

題が発生し、顧客への納入の大幅な遅延や再作業が必要となった場合、多額の費用負担や損害賠償責

任が生じる可能性があります。

 

(8)重要な訴訟事件等の発生に係るもの

１）争訟等

　当社グループは全世界において事業活動を展開しており、訴訟やその他の法的手続に関与し、当局

による調査を受けています。また、今後そのようなことが生じる可能性もあります。地域ごとの裁判

制度等の違いやこれらの手続は本来見通しがつきにくいものであることから、通常の想定を超えた金

額の支払が命じられる可能性も皆無ではありません。このため、これらについて当社グループに不利

益な決定がなされた場合、その決定の内容によっては当社グループの事業、業績や財政状態に悪影響

を与える可能性があります。また、様々な事情により、支払が命じられる可能性が極めて低いものの

訴額の大きな訴訟が提起される可能性も皆無ではありません。

　当社グループは、半導体、CRT、重電機器、光ディスク装置等の製品について、欧州委員会又はそ

の他の競争法関係当局から調査を受けています。また、集団訴訟等が提起されている製品もありま

す。

　2017年８月、欧州において、過去にブラウン管が組み込まれた製品を購入した原告から、当社グ

ループ会社３社及びグループ外１社に対し、2007年まで当社の持分法適用会社であった松下東芝映像

ディスプレイ㈱(設立当時)が、ブラウン管に関する欧州競争法違反行為に関与し、その結果2003年１

月から2006年12月の期間に損害を被ったとして、損害賠償請求訴訟が提起されました。

 

(9)役員、従業員、大株主、関係会社等に関する重要事項に係るもの

１）NAND型フラッシュメモリに関する提携

　当社グループは、NAND型フラッシュメモリの製造に関する戦略的提携として、米国SanDisk

Corporation (Western Digital Corporation(以下「ウエスタンデジタル社」という。)に買収されて

SanDisk Limited Liability Companyに名称変更、以下「サンディスク社」という。)との間で製造合

弁会社(持分法適用会社)を設立していますが、サンディスク社による契約違反など、合弁契約上の解

約事由が発生した場合、製造合弁会社の保有する生産設備の残存簿価を反映したサンディスク社の持

分を買い取る可能性があります。また、当該製造合弁会社が保有する生産設備のリース契約に関し

て、現在当社とウエスタンデジタル社が個別に50％ずつの債務保証をしていますが、ウエスタンデジ

タル社の業績又は財政状態の悪化により、同社が自身の保証債務を履行できない場合、当社がウエス
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タンデジタル社分の保証債務を承継し又は当該保証債務の不履行により合弁契約が解約され、製造合

弁会社の保有する生産設備の残存簿価を反映したサンディスク社の持分を買い取る可能性がありま

す。当社がサンディスク社の持分を買い取った場合、当該製造合弁会社が当社の連結子会社として扱

われる可能性があります。

　他方、サンディスク社は「(12)メモリ事業の分社化その他の施策について」に記載の仲裁手続にお

いて、製造合弁会社の持分及び株式を簿価で買取ることを主張しています。

 

２）原子力事業に関する提携

①ウェスチングハウス社グループ

　当社グループは、2006年10月にウェスチングハウス社グループを買収しました。当四半期報告書提

出日現在、ウェスチングハウス社グループ(持株会社を含む。)における当社の持分割合は90％であ

り、残りの株式についてはNational Atomic Company Kazatomprom Joint Stock Company(以下「KAP

社」という。)が保有しています。2017年３月29日、申立対象会社は、米国連邦倒産法第11章に基づ

く再生手続を申立て、再生手続が開始したことにより、ウェスチングハウス社グループは、当社の連

結対象外となりました。

　KAP社は、当社との個別の契約に基づき、当該所有持分の全部又は一部を、当初出資した金額相当

で当社に売却することができる権利を有しており、当社は、同社より、2017年10月、これを行使する

旨の通知を受領しました。これにより、当社は、2017年12月末にKAP社が保有する全株式を取得する

予定であり、当社の株式買取価格は約522百万米ドルとなります。この結果、2017年度第３四半期に

おいて投資勘定の減損による153億円の連結損益悪化影響が生じ、連結貸借対照表の株主資本におい

ては、当該損益影響及び連結子会社株式の追加取得に伴う持分変動により646億円の悪化影響が生じ

る予定です。

　また、ウェスチングハウス社グループは、原子燃料工業㈱の株式を保有していますが、必要な条件

が満たされることを前提として、当社子会社が原子燃料工業㈱の株式を取得することでウェスチング

ハウス社グループと合意しました。株式取得に関する詳細については、今後、当事者間で協議を行っ

てまいります。原子燃料工業㈱は、核燃料物質等を取り扱っていることから、当社グループは、同社

の行う事業に関連して、「(7)法的規制等に係るもの　３）環境関係」に記載のとおり環境に関する

法的責任を負う可能性があります。

 

②ニュージェネレーション社

　当社の連結子会社であるニュージェネレーション社(以下「NuGen社」という。)の株式は、当社グ

ループが60%、仏法人ENGIE社グループ(以下「ENGIE社」という。)が40%を保有しており、当社と

ENGIE社は株主間契約を締結していました。申立対象会社が米国連邦倒産法第11章に基づく再生手続

を申立てたことを受け、ENGIE社が同株主間契約に基づきNuGen社株式の取得を当社に求めたため、当

社は2017年７月、約159億円でENGIE社が保有するNuGen社の株式全ての取得等を完了しました。

　今後、引続き、NuGen社への電力事業会社の新規出資者の募集及び出資希望者への当社グループ保

有株式の売却を検討しておりますが、新規出資者や出資希望者が見つからず又は売却交渉が難航した

場合、当社グループのNuGen社への追加出資又はその他の対策費用が必要となり、当社グループの経

営成績及び財政状態に悪影響を与える可能性があります。

 

３）天然ガスに関する契約

　当社は、日本をはじめとする各国の需要家への天然ガス販売を目的として、米国の天然ガス液化役

務提供会社との間で天然ガスの液化に関する加工委託契約(以下「液化役務契約」という。)(第178期

有価証券報告書「第一部　企業情報　第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸

表　連結財務諸表に対する注記　22.契約債務及び偶発債務　並びに　29.変動持分事業体」参照)、

米国のパイプライン会社との間で、パイプラインの利用契約を締結しており、一連の役務の提供を受

ける予定です。これらの契約においては、当社が液化役務提供会社の天然ガスの液化能力及びパイプ

ライン会社のパイプラインを、2019年から20年間にわたり一定規模利用することが前提とされてお

り、当社による需要家への液化天然ガス(LNG)の販売の有無に係わらず、液化役務提供会社及びパイ

プライン会社に対する固定額のサービス対価支払義務を負っています。一方、当社は、確保するLNG
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の全量について、需要家との間で、主として長期の取引契約を締結する予定であり、現在、液化役務

及びパイプラインの契約期間20年のうち一定期間については契約キャパシティ総量220万トンの８割

を超える複数の発効条件付基本合意書(数量、価格、期間等)を締結できているものの、正式契約のた

めの条件が整わなかった場合には、現在想定している取引条件での販売ができない可能性がありま

す。また、残りの部分についても、引き続き主として長期の取引契約の締結を目指しておりますが、

当社が前提とする価格等の条件で需要家との間や市場でLNGの販売が行えない場合は、損失が発生す

る可能性があります。

 

(10)過年度の不正な会計処理

　当社は、2015年２月、証券取引等監視委員会から金融商品取引法第26条に基づき報告命令を受け、

工事進行基準案件等について開示検査を受けました。その後、第三者委員会を設置し調査を行った結

果、不正な会計処理があったことが判明し、過年度の有価証券報告書等の訂正を行いました。当該有

価証券報告書等の虚偽記載の事実を受けて、当社が内部管理体制等において深刻な問題を抱えてお

り、当該内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められるとして、2015年９月、東京証券取

引所及び名古屋証券取引所(以下「両取引所」という。)から当社株式の特設注意市場銘柄への指定を

受けました。当社は、2016年９月に「内部管理体制確認書」を両取引所に提出し、審査を受けました

が、この審査では、短期的利益を過度に追及する経営方針の見直し、取締役会、監査委員会等の構成

の見直しとその運営方法の変更、及びモニタリング機能を発揮すべき部門の体制の整備と機能強化

等、全社的に改善に向けた取り組みが行われていることが認められる一方、特設注意市場銘柄指定後

においても会計処理等に関する問題が確認されるなど、コンプライアンスの徹底や関係会社の管理等

において更なる取り組みを必要とする状況が存在しており、これらの改善に向けた取り組みの進捗等

について引き続き確認する必要があるとして、2016年12月に東京証券取引所及び名古屋証券取引所か

ら特設注意市場銘柄の指定を継続する旨の通知を受けました。このため、2017年３月15日に当社株式

が監理銘柄(審査中)に指定を受け、また同日付で、内部管理体制確認書を再提出いたしました。その

後、再提出した内部管理体制確認書の内容等を両取引所が確認した結果、内部管理体制等について相

応の改善がなされたとして、2017年10月12日付で、当社株式は特設注意市場銘柄及び監理銘柄(審査

中)の指定が解除されました。しかしながら、当社グループの債務超過は解消されていないため、当

社株式は、引き続き、債務超過に係る上場廃止基準の猶予期間に入っています。2018年３月期末時点

において債務超過の状態が解消されず、上場廃止基準に該当した場合には、今回の審査結果にかかわ

らず、当社株式は上場廃止となり、その場合、当社グループの事業、業績及び財政状態に重大な悪影

響を及ぼす可能性並びに本邦においては一部の国のように非上場株式を売買する市場が事実上存在し

ないことから、当社株主が株式を売却する機会が著しく制限される又は事実上困難となる可能性があ

ります。

当社の不正な財務報告について、米国カリフォルニア州で当社を被告として提起された集団訴訟は

棄却されましたが、この決定について原告が上訴しました。また、国内においても複数の訴訟提起が

され、相当額の損害賠償請求を受けています(「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表等　四

半期連結財務諸表に対する注記　16.訴訟事項」参照)。今後も株主等から当社に対して訴訟が提起さ

れる可能性があり、それらの経過によっては当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能

性があります。さらに、当社グループは、会計処理問題に関連して、米国証券取引委員会(SEC)等か

ら情報提供の要請を受けており、外国を含む当局からの調査等を受け、又は将来受ける可能性があり

ます。これらの結果、何らかの処分等を受けた場合、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及

ぼす可能性があります。なお、当社は、今回の会計処理問題に関連して、2015年12月、金融庁から課

徴金73億7,350万円の納付命令を受け、納付を完了しました。

 

(11)ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社について

　ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社(以下「WEC」という。)は、2015年10月27日付で

Chicago Bridge & Iron社との間で、同社の原子力関連建設及びサービス事業子会社であるCB&Iス

トーン・アンド・ウェブスター社(以下「S&W」という。)の株式100％取得に係る株式譲渡契約を締結

し、2015年12月31日付でその買収を完了しました。本案件は、従来WEC及びS&Wがコンソーシアムを組

成し米国で推進していた２サイト４基の原子力発電所建設プロジェクトにおいて発生していた工事コ
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ストの分担、工事の遅延及びこれに伴う発注元及びS&Wとの責任負担に関する係争及び係争懸念状態

を解決し、発注元からの契約金額増額、工期延長の承諾、プロジェクトの一元管理等による工事の効

率化を推進することで、プロジェクト進行と収益の安定化を図ることを目的としていました。しかし

ながら、買収後に明らかになった工事の状況を精査した結果、買収完了時の評価の前提との大きな乖

離や業務効率改善の計画未達等によりプロジェクトの完成までのコストが買収当初の予想より大幅に

増加することが見込まれることが判明し、のれんを計上しました。これを受けて2016年度に原子力事

業ののれんの減損テストを実施したところ、当社連結ベースで7,316億円の減損損失を計上しまし

た。

　2017年３月29日、申立対象会社が米国連邦倒産法第11章に基づく再生手続開始の申立てを行いまし

た。再生手続は、申立てにより即日開始され、その後、破産裁判所の管轄のもと、WEC、東芝原子力

エナジーホールディングス(英国)社(以下「TNEH(UK)」という。)、債権者等の関係各社間の協議が進

められます。

　現在、申立対象会社を含むウェスチングハウス社グループは、再生手続に則った事業再編を念頭に

置きながら、当面は現行事業をこれまで通り継続しています。当社は、再生手続が円滑に進むよう、

真摯に協力して行きます。

　再生手続の開始により、ウェスチングハウス社グループは、2016年度通期決算から当社の連結対象

外となり、当社2016年度業績への影響については純損益ベースで約△１兆2,400億円になります。

　なお、当該再生手続の申立ての結果、当社の2016年度業績に対して以下の影響がありました。

1)ウェスチングハウス社グループ連結除外影響

ウェスチングハウス社グループが連結対象から外れることにより、のれん減損等の悪化影響額を

除外する一方で、WEC及びTNEH(UK)への投資勘定の全額減損による悪化影響を計上しました。

2)親会社保証引当金及びウェスチングハウス社グループ向け債権への貸倒引当金の計上影響

　再生手続の開始により、二米国原子力発電所建設プロジェクトにおいて当社が各電力会社に提供

している親会社保証に関連する損失計上及びウェスチングハウス社グループへの当社債権に対する

貸倒引当金を計上済みですが、ジョージア電力他との間では、親会社保証の責任上限額を3,680百

万米ドルとし、2021年１月までの間で分割して支払う契約を、サウスカロライナ電力・ガス社他と

の間では、親会社保証の責任上限額を2,186百万米ドルとし、2022年９月までの間で分割して支払

う契約を締結しました。当社は、為替変動リスクを避けるとともに経営資源配分最適化の観点か

ら、かかる親会社保証の早期弁済を含め、WEC関連処理の早期終息を目指しております。

　当社はWECに関する工事契約に関連する損失652,267百万円を、2016年度の連結損益計算書におい

て非継続事業からの非支配持分控除前当期純損失(税効果後)に計上しました。これに対し、当社の

独立監査人であるPwCあらた有限責任監査法人は、当該損失の2016年度における会計処理は、米国

会計基準に準拠しておらず、当該損失が適切な期間に計上されていないことによる連結財務諸表に

与える影響は重要であるとして、2016年度の連結財務諸表に対して限定付適正意見を表明し、2016

年度の内部統制報告書に対して不適正意見を表明しました。また、2017年度第１四半期の四半期連

結財務諸表についても、上記と同様の理由に加え、2016年度の第１四半期連結会計期間及び第１四

半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表に対して結論を表明しておらず、これらの事項が、

2017年度第１四半期連結累計期間の非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益(税効果後)、

非支配持分控除前四半期純利益及び当社株主に帰属する四半期純利益の数値とこれらの比較情報と

の比較可能性に影響を及ぼすとして、連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結

累計期間に係る四半期連結財務諸表に対して限定付結論を独立監査人が表明しています。さらに、

2017年度第２四半期の四半期連結財務諸表についても、2017年度第１四半期の四半期連結財務諸表

と同様の理由により、当連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表に対して限定付結論を独立監査人が表明しています。独立監査人は、2016年

度の会計処理が米国会計基準に準拠しておらず、そのことが2017年度の数値と2016年度の数値の比

較可能性に影響を及ぼすとしていることから、2016年度の会計処理について独立監査人との見解の

相違が解消されない限り、2017年度第３四半期について限定付結論、2017年度通期についても限定

付適正意見が表明される可能性があります。
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(12)メモリ事業の分社化その他の施策について

　当社は、当社メモリ事業における機動的かつ迅速な経営判断態勢の整備及び資金調達手段の拡充を

通じて、メモリ事業の更なる成長を図るべく、当社の社内カンパニーであるストレージ＆デバイスソ

リューション社のメモリ事業(SSD事業を含み、イメージセンサ事業を除く。)を、2017年４月１日付

で、会社分割により東芝メモリとして分社しました。当社は、本件分社化以降、「(11)ウェスチング

ハウスエレクトリックカンパニー社について」に記載の損失を考慮し、当社グループの財務体質強化

のための資本対策の一環として、東芝メモリについて、マジョリティ譲渡を含む外部資本の導入を検

討しておりましたが、2017年９月28日付で東芝メモリの全株式を譲渡するため、ベインキャピタルを

軸とする企業コンソーシアムにより組成される買収目的会社である㈱Pangeaと株式譲渡契約を締結

し、その後、2017年10月24日開催の当社臨時株主総会において同契約は承認されました。当該株式譲

渡が2018年３月31日までに完了した場合には、当社は2017年度末には債務超過状態を解消できる見通

しでありますが、当該株式譲渡の実行には、必要な競争法当局の承認の取得、管轄権を有する国家機

関(仲裁廷その他国家機関に準ずる機関を含む。)が当該株式譲渡の完了を禁止していないこと等の前

提条件が付されており、これらの各前提条件が充足または放棄されない限り、東芝メモリの株式譲渡

は実行されません。東芝メモリの株式譲渡に関しては、メモリ事業提携先のサンディスク社(同社を

買収したウエスタンデジタル社の子会社)は、本件分社化にあたり当社がサンディスク社との合弁会

社の持分をサンディスク社の同意なく東芝メモリに承継させたこと、及び、当該株式譲渡の実行が、

当社とサンディスク社との間で締結した合弁契約に違反すると主張し、国際仲裁裁判所において仲裁

を申し立てています。国際仲裁裁判所の判断の時期は不確実であり、また、判断の時期及び内容次第

では、東芝メモリの株式譲渡が、株式譲渡契約における前提条件の不充足等を理由に実行されない又

は実行されたとしても当社が希望する時期・条件で行われない可能性があります。当社グループは、

仲裁と並行してサンディスク社及びウエスタンデジタル社と和解交渉を続けており、早期の和解合意

成立に向けて努力しておりますが、双方の合意が成立するかどうかは不確実であり、成立するとして

もその時期及び内容によっては当社グループに相当の負担が生じたり、事業活動に一定の制約が課さ

れる可能性があります。また、東芝メモリはサンディスク社と第６製造棟に導入するメモリ生産設備

に対するサンディスク社による投資参加につき協議を進めておりますが、サンディスク社と合意に達

しない場合、東芝メモリは単独で当該投資を実施する可能性があります。また、前述のとおり東芝メ

モリの株式譲渡の実行には、必要な競争法当局の承認の取得が前提となっておりますが、当該承認の

取得に相当程度の期間を要することや、サンディスク社との仲裁、その他理由により株式譲渡契約に

おける各前提条件が充足されないこと等により、東芝メモリの株式譲渡が実行されない場合、当社グ

ループの事業、業績及び財政状態に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。また、東芝メモリの株

式譲渡が、2018年３月31日までに完了せず、同日時点で当社グループの債務超過状態が解消されない

場合、当社株式は上場廃止となり、その場合、当社グループの事業、業績及び財政状態に重大な悪影

響を及ぼす可能性並びに本邦においては一部の国のように非上場株式を売買する市場が事実上存在し

ないことから、当社株主が株式を売却する機会が著しく制限される又は事実上困難となる可能性があ

ります。

　また、当社は、今後、本件分社化以外にも、当社グループの財務体質強化及び特定建設業法の許認

可維持等を目的として当社からの分社化を行っていますが、そうした施策について、必ずしも予定ど

おりに実施されず、または実施されたとしても想定どおりの効果が得られない可能性があります。

 

(13)継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、2015年度以降、課題事業における構造改革の断行を決定するとともに、資産売却

等を実施してきましたが、ウェスチングハウス社グループに関連した損失(非継続事業からの当社株

主に帰属する当期純損失)を１兆2,428億円計上したことを主因に、当社グループの2016年度連結会計

年度の当社株主に帰属する当期純損失は9,657億円になりました(前連結会計年度の当社株主に帰属す

る当期純損失は4,600億円)。この結果、2017年９月30日現在の連結株主資本は△6,198億円、連結純

資産は△4,168億円になりました。

　また、2016年12月28日付の格付機関による当社格付の引下げにより、当社グループの2017年９月30

日現在の連結貸借対照表における長短借入金等計9,808億円のうち、主要借入先金融機関がアレン
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ジャーであるシンジケートローン契約に基づく借入金残高2,220億円(連結貸借対照表上、1年以内に

期限の到来する社債及び長期借入金に計上)が財務制限条項に抵触しています。当該借入金につい

て、当社は、借入先金融機関との間で2017年12月25日までの期限の利益喪失要求の一時的留保につい

て合意を得ています。しかしながら、2017年12月26日以降においては、借入先金融機関の請求があっ

た場合には期限の利益を喪失する可能性があります。なお、当社が当該借入金について期限の利益を

喪失した場合、社債その他の借入金についても同様に期限の利益を喪失する可能性があります。

　加えて、WEC及びその米国関係会社の米国原子力発電所建設プロジェクトに関る当社親会社保証の

支出等を考慮すると、当社の今後の資金環境は厳しい状況となることが見込まれます。

　さらに「(2)財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に係るもの ７）財務リスク ⑤株

主資本及び純資産」に記載のとおり、特定建設業許可の更新ができなかった場合、当社事業の遂行に

悪影響を与える可能性があります。

　このような状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在して

いますが、「３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(8)事業等のリスクに

記載した重要事象等を解消するための対応策」に記載のとおり、あらゆる対策を講じていきます。

 

(14)その他

１）模倣品対策

　当社グループは、東芝ブランドの価値の保護、増大に努めていますが、世界各地において、模倣品

が多数発生しています。当社グループは模倣品の撲滅に努めていますが、多量の模倣品が流通するこ

とにより、東芝ブランドの価値が毀損され、当社グループ製品の売上に悪影響を与える可能性があり

ます。

 

２）知的財産権保護

　当社グループは、知的財産権の確保に努めていますが、地域によっては知的財産権に対する十分な

保護が得られない可能性があります。

　当社グループは、第三者からの使用許諾を受けて第三者の知的財産権を使用していることがありま

すが、今後、必要な使用許諾を第三者から受けられない可能性や、不利な条件での使用許諾しか受け

られなくなる可能性があります。

　また、これまでも当社グループは知的財産権に関する訴訟等を提起され、又は自らの知的財産権を

保全するために訴訟等を提起したことがあり、今後もこのような訴訟等が生じる可能性があります。

このような訴訟等には、時間、費用その他の経営資源が費やされ、また、訴訟等の結果によっては、

当社グループが重要な技術を利用できなくなる可能性や損害賠償責任を負う可能性があります。

　また、当社は、当社グループ以外の会社に東芝商標等の使用を許諾している商品があります。当該

許諾に当たっては、当該商品に起因する損害は、許諾先の会社が全責任を負うこととなっております

が、当該商品に起因する損害を被った第三者から、何らかの請求をされる可能性や、当社グループ製

品の品質に対して風評被害が生じる可能性があります。

 

３）社会情勢等

　当社グループは、全世界において事業を展開していますが、国内外の各地域の政治、経済、社会情

勢や政策の変化、投資規制、収益の本国への送金規制、輸出入規制、外国為替規制、税制等を含む各

種規制の動向、為替レートの変動が各地の需要、当社グループの事業体制に悪影響を与える可能性が

あります。

 

４）大規模災害等

　当社グループの国内生産拠点の多くは京浜地区に集中しており、主な半導体生産拠点は九州、東

海、阪神、北陸、東北に所在しています。また、当社グループは、アジア地域での生産拠点拡大を

図っています。このため、これらの地域において大規模災害、ストライキ、テロ、新型インフルエン

ザ等の感染症が発生した場合多大な悪影響を受ける可能性があります。
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　また、当社グループの生産、販売拠点において地震、洪水、台風等の大規模災害が発生した場合に

は、生産設備の破損、原材料部品の調達停止、物流販売機能の麻痺等により、生産拠点の操業停止等

が生じ、資産価値や生産販売能力に重大な悪影響を与える可能性があります。過去においては、東日

本大震災、タイ及びインドにおける洪水により、当社グループの事業は一定程度の影響を受けまし

た。

　特に当社グループの利益の相当部分を占めるメモリ事業については、三重県四日市市に生産拠点が

あり、地震、洪水、台風等の大規模災害が発生した場合に加え、当該地区の停電等によっても生産拠

点の操業停止等が生じ、資産価値や生産販売能力に重大な悪影響を与える可能性があります。
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２【経営上の重要な契約等】

(１)当第２四半期連結会計期間中に締結した契約

会社名 相手会社名 国/地域 契約の概要

㈱東芝

ランディス・ギア・グ

ループ、

INCJ Colors B.V.、

UBS AG、

Morgan Stanley & Co.

International plc.、

Credit Suisse AG、

J.P. Morgan Securities

plc.、

Mizuho International

plc.、

Bank Vontobel AG

 

スイス、

オランダ、

英国

当社は、2017年７月、当社の連結子会社であるスイス法人ラ

ンディス・ギア・グループ(2017年７月にランディス・ギ

ア・ホールディングスから商号変更)株式のスイス証券取引

所への上場(※１)に向けて、ランディス・ギア・グループ、

INCJ Colors B.V. 、 UBS AG 、 Morgan Stanley & Co.

International plc. 、 Credit Suisse AG 、 J.P. Morgan

Securities plc. 、 Mizuho International plc. 及 び Bank

Vontobel AGとの間で、当社の保有するランディス・ギア・

グループの全株式の売出しに係る引受契約を締結しました。

(※２)

㈱東芝

South Carolina Electric

& Gas Company、

South Carolina Public

Service Authority

米国

当社は、2017年７月、米国法人South Carolina Electric &

Gas Company及びSouth Carolina Public Service Authority

（以下「サウスカロライナ電力・ガス社他」）との間で、サ

ウスカロライナ電力・ガス社他と当社の連結子会社であった

ウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社の新型原子

炉「AP1000」２基の建設プロジェクトに関する当社の親会社

保証について、当社が2,168百万米ドルを上限として2017年

10月から2022年９月までの間に分割で支払うことにより履行

する旨の合意書を締結しました。

㈱東芝 ㈱Pangea 日本

当社は、2017年９月、当社の借入金の返済原資の確保及び財

務体質回復のため、ベインキャピタル社を軸とする企業コン

ソーシアムにより組成される買収目的会社である㈱Pangeaと

の間で、当社の完全子会社である東芝メモリ㈱の全株式を２

兆円で譲渡する株式譲渡契約を締結しました。また、本株式

譲渡契約は、2017年10月24日に開催された臨時株主総会にお

いて承認されました。(※３)

(注)※１．スイス国内における公募及びスイス国外における機関投資家向け販売

　　※２．ランディス・ギア・グループの株式は2017年７月21日付でスイス証券取引所に上場されました。この結果、ラ

ンディス・ギア・グループは当社の連結子会社から除外されました。

　　※３．本株式譲渡契約上、譲渡実行にあたっては、①各国競争法当局の承認の取得、②安全保障等に関わる承認の取

得及び③管轄権を有する国家機関(仲裁廷その他国家機関に準ずる機関を含む。)が本件株式譲渡の完了を禁止

していないことの確認等の前提条件の充足又は放棄が条件となります。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下に記載する事項は、当四半期報告書提出日現在において入手し得る情報に基づいて当社グルー

プが判断したものです。

(1)　業績等の概要

売上高 23,862(＋1,155)

営業損益 2,318(＋1,386)

継続事業税引前損益 2,750(＋2,100)

四半期純損益 △498(△1,651)

(注)１．単位：億円、( )内 前年同期比較、△はマイナスを表示

２．「当社株主に帰属する四半期純損益」を四半期純損益として表示しています(以下、同じ)。

 

第２四半期連結累計期間(2017年９月に終了した６か月間。以下、当期)の世界経済は、米国で消

費、投資が増加するなど堅調な成長が続き、欧州では、ユーロ圏でドイツをはじめ緩やかな成長が

続く一方、英国では成長が減速しました。中国では、インフラ投資や輸出が持ち直し、全体として

も景気はやや持ち直しました。そのほかのアジアも全般に景気は持ち直しました。

国内経済は、個人消費が緩やかに持ち直し、設備投資も持ち直しの動きがみられました。輸出

は、昨年後半から緩やかな回復が続きました。景気は総じて緩やかな回復基調を辿りました。

こうした状況下、当社グループの売上高は、ストレージ＆デバイスソリューションが、第１四半

期に引き続いてのメモリの大幅な増収のほか各事業で増収になり、エネルギーシステムソリュー

ションが７月のランディス・ギア・グループの株式上場による連結除外の影響で減収になったもの

の、全体としては前年同期比1,155億円増加し２兆3,862億円になりました。営業損益は、メモリに

ついては価格が安定的に推移したことにより36％の営業利益率を達成し、緊急対策の規模縮小によ

る影響があるものの、全体としても対前年同期で大幅な増益になった結果、前年同期比1,386億円

増加し2,318億円になりました。継続事業税引前損益は、ランディス・ギア・グループの株式上場

による株式売却益668億円が加わり、前年同期比2,100億円増加し2,750億円になりました。当期純

損益は、メモリ事業の会社分割に伴う税額影響を織り込んだことにより、前年同期比1,651億円減

少し△498億円になりました。
 

 

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

セグメント 売上高 営業損益

エネルギーシステムソリューション 4,330(△ 191： 96%) △40(△ 100)

インフラシステムソリューション 5,521(△ 118： 98%) 27(△  85)

リテール＆プリンティングソリューション 2,478(＋   1：100%)  113(＋  48)

ストレージ＆デバイスソリューション 9,720(＋1,723：122%)  2,358(＋1,575)

インダストリアルICTソリューション 1,187(＋  78：107%) △19(△  47)

その他 2,407(△ 220： 92%) △91(＋  38)

消去 △1,781(△ 118： ― )  △30(△  43)

合　計 23,862(＋1,155：105%)  2,318(＋1,386)

(注)単位：億円、( )内　前年同期比較、△はマイナスを表示

 

①エネルギーシステムソリューション

　火力・水力発電システムが増収になりましたが、原子力発電システム、送変電・配電システム等

が減収になり、また、７月のランディス・ギア・グループの株式上場による連結除外の影響があっ

た結果、部門全体として減収になりました。

　損益面では、送変電・配電システム等が増益になりましたが、原子力発電システム、火力・水力

発電システムが悪化した結果、部門全体として悪化しました。
 

②インフラシステムソリューション
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　産業システムが増収になりましたが、公共インフラ、ビル・施設が減収になった結果、部門全体

として減収になりました。

　損益面では、産業システムが改善しましたが、公共インフラ、ビル・施設が減益・悪化になった

結果、部門全体として減益になりました。
 

③リテール＆プリンティングソリューション

　リテール事業、プリンティング事業とも堅調に推移しましたが、リテール事業の子会社売却の影

響などにより、部門全体として前年同期とほぼ同等の売上高になりました。

　損益面では、リテール事業、プリンティング事業とも増益になった結果、部門全体として大幅な

増益になりました。
 

④ストレージ＆デバイスソリューション

　メモリが大幅な増収に、HDD、デバイス他も増収になった結果、部門全体として大幅な増収にな

りました。

　損益面では、HDDが前年同期とほぼ同等の営業利益になりましたが、メモリが大幅な増益に、デ

バイス他も増益になった結果、部門全体として大幅な増益になりました。
 

⑤インダストリアルICTソリューション

　官公庁向けのライセンスビジネス、システム案件及びIoT・AIビジネスが好調だったため、部門

全体として増収になりました。

　損益面では、一部国内向け情報システム案件や構内通信システム事業の構造改革の影響により、

部門全体として悪化しました。
 

⑥その他

　売上高は減収になり、営業損益は改善しました。
 

　なお、上記の事業の種類別の売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高が含まれていま

す。
 

(2)　流動性及び資金の財源

①キャッシュ・フロー

　当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の670億円の支出から1,018億円改

善し、348億円の収入になりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の815億円の支出から1,343億円改善し、528億円

の収入になりました。

　これらの結果、当期のフリー・キャッシュ・フローは、前年同期の1,485億円の支出から2,361億

円改善し、876億円の収入になりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の2,825億円の支出から27億円増加し、2,852億

円の支出になりました。

　その他に為替の影響によるキャッシュの増加が25億円あり、2017年９月末の現金及び現金同等物

の残高は、2017年３月末の7,077億円から1,951億円減少し、5,126億円になりました。
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②流動性管理と資金調達

＜流動性管理＞

　2017年９月末の状況としては、現金及び現金同等物の5,126億円、コミットメントライン未使用枠

の5,936億円を合わせ、１兆1,062億円の手許流動性を確保しました。

＜資金調達＞

　当社グループは、金利上昇局面への対応及び事業に必要な基本的資産である固定資産の手当てと

して、安定的な長期資金をバランスよく調達・確保するよう配慮しています。固定資産について

は、株主資本・固定負債を含めた長期資金で賄えるよう、長期資金比率の適正化を図っています。

　資金調達の直接・間接調達の比率については、資金調達環境等を十分鑑み、バランスの取れた資

金構成の維持を基本方針としています。

＜格付け＞

　当社は、ムーディーズ・ジャパン㈱(以下「ムーディーズ」という。)、S&Pグローバル・レーティ

ング・ジャパン㈱(以下「S&P」という。)、㈱格付投資情報センター(以下「R&I」という。)の３社

から格付けを取得しています。当四半期報告書提出日現在の格付状況(長期／短期)は、ムーディー

ズ:Caa1(見通しはネガティブ)/NP、S&P:CCC-(アウトルックはネガティブ）/C、R&I:B（格上げ方向

のレーティング・モニター指定）/bです。

 

③資産、負債及び資本の状況

　総資産は、2017年３月末に比べ1,946億円減少し、４兆749億円になりました。

　株主資本は、2017年３月末に比べ669億円減少し、△6,198億円になりました。

　借入金・社債残高は、2017年３月末に比べ2,230億円減少し、9,808億円になりました。

　この結果、2017年９月末の株主資本比率は2017年３月末に比べ2.2ポイント減少し、△15.2％にな

りました。

 

(注)・四半期連結財務諸表は、米国会計基準に準拠して作成しています。但し、当社グループの営業損益は、売上高

から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除して算出したものであり、経営資源の配分の決定及び業績の

検討のため、定期的に評価を行う対象となる損益を示しています。訴訟和解費用等は、当社グループの営業損

益には含まれていません。

・ヘルスケア事業、家庭電器事業及びWECグループ(※)における原子力事業は、Accounting Standards

Codification 205-20「財務諸表の表示－非継続事業」に従い、連結損益計算書上非継続事業として取り扱われ

るため、売上高、営業損益、継続事業税引前損益にはこれらの事業に係る経営成績は含まれていません。当社グ

ループの当期純損益は、継続事業税引前損益にこれらの事業に係る経営成績を加減して算出されています。これ

に伴い、非継続となった事業について、前年度の数値を控除して表示しています。

・セグメント情報における業績を現組織ベースで表示しています。

・なお、本決算短信に記載の定性的情報は、特記のない限り前年同期との比較で記載しています。

 

※WECグループ：ウェスチングハウス社グループのうち2017年３月に非連結となった会社をいう。
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(3)　対処すべき課題

 前事業年度の有価証券報告書に記載された「対処すべき課題」は、当四半期報告書提出日現在に

おいて、次のとおり変更しています。変更点は下線で示しています。なお、変更点の前後について

一部省略しています。また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書に

おける「第一部　企業情報　第２　事業の状況　３　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」

の項目番号に対応したものです。

 

＜経営方針（対処すべき課題）＞

◎会計処理問題

当社は、内部管理体制等において深刻な問題を抱えており、当該内部管理体制等について改善の必

要性が高いと認められるとして、2015年９月、当社株式を特設注意市場銘柄に指定する旨の処分を

東京証券取引所及び名古屋証券取引所（以下「両取引所」という。）から受け、また、2015年12月

には、金融庁から73億7,350万円の課徴金納付命令を受けました。当社は、上場廃止に準ずる措置で

ある特設注意市場銘柄指定という処分、過去最高額となる課徴金納付命令を真摯に受け止め、2015

年９月に経営刷新推進体制を構築し、コンプライアンスを前提とした誠実な経営に取り組み、コー

ポレート・ガバナンス改革を進め、2015年12月にコーポレートガバナンス・ガイドラインを制定し

ました。

　当社は、特設注意市場銘柄への指定を受け、過年度決算訂正事項について、事実関係や問題点を

踏まえながら、歴史的な経緯や背景、構造的な要因等を含め、当社として改めて原因分析及び改善

策の策定を行いました。そして、2015年９月に発足した新たな経営体制の下、ガバナンス改革によ

り社外取締役を中心とした経営トップへの監督機能の強化、CFO・財務・経理部門による牽制機能の

強化や業務プロセスの改革等による内部統制機能の強化、また、経営者層及び従業員の意識改革や

開示体制の改善など、誠実な経営を心掛けてまいりましたが、2016年12月19日、両取引所から特設

注意市場銘柄の指定継続の通知を受けました。

その後、従来からの施策に加えて、指定継続の要因であるコンプライアンスの徹底及び関係会社

管理の強化等を進め、更には経営判断プロセスの課題にも真摯に対応し、両取引所から当社の内部

管理体制等について相応の改善がなされたとして、2017年10月12日付で当社株式は特設注意市場銘

柄及び監理銘柄（審査中）の指定が解除されました。

　当社は全てのステークホルダーの皆様からの信頼を取り戻すため、改善・改革に向けた施策を継

続すると同時に、それら施策の定着状況に応じた施策の追加も行ってまいります。

 

Ⅰ．財務基盤の早期回復と強化

　　　メモリ事業については2017年４月１日付けで東芝メモリ㈱に事業を承継しました。そして、メモ

リ事業の更なる成長に必要な経営資源を確保する目的で、株式の過半数の譲渡の手続きを進め、

2017年９月28日付けでべインキャピタル社を軸とする企業コンソーシアムにより組成される買収目

的会社である㈱Pangeaとの間で、東芝メモリ㈱の全株式を譲渡する株式譲渡契約を締結しました。

また、2017年10月24日に開催した臨時株主総会において、当該株式譲渡契約が承認されました。

　　　今後、各国競争法当局の承認の取得、安全保障等に関わる承認の取得及び管轄権を有する国家機

関(仲裁廷その他国家機関に準ずる機関を含む。)が本件株式譲渡の完了を禁止していないことの確

認等の必要な手続を経て、2018年３月末までの売却完了を目指します。

　　　今後も、保有資産については聖域なくその意義を見直し、保有資産の売却を継続していきます。

 

 

 

 

 

　　Ⅱ．当社グループの組織運営の強化

　　１．事業会社について
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　　（２）2017年10月１日付

　　　・エネルギーシステムソリューション社関連

　社内カンパニー「エネルギーシステムソリューション社」と原子力事業統括部を会社分割

し、新会社にそれぞれの事業を移管し、新会社において特定建設業の許可を取得しました。

 

 

＜株式会社の支配に関する基本方針＞

１）基本方針の内容

当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的

な向上を実現するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員、地域社会等のス

テークホルダーとの適切な関係を維持、発展させていくことも必要であり、これらのステークホル

ダーの利益にも十分配慮した経営を行う必要があると考えています。

また、当社株式の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及

ぼす影響を適切に判断するためには、各事業分野の有機的結合により実現され得るシナジー効果、

当社グループの実情、その他当社の企業価値を構成する要素が十分に把握される必要があると考え

ます。

当社取締役会は、上記の要素に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない

当社株式の大量取得行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者と

して適当ではなく、このような者による当社株式の大量取得行為に関しては、必要かつ相当な手段

を採ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えています。

以上の考え方に基づき、当社は、2006年６月に当社株式の大量取得行為に関する対応策(いわゆる

買収防衛策)を導入し、2009年６月及び2012年６月に更新してまいりましたが、経営環境等の変化、

金融商品取引法整備の浸透の状況、株主の皆様の意見等を考慮しながら慎重に検討した結果、当該

対応策を更新しないことといたしました。

なお、当該対応策終了後も弊社株式の大規模買付を行おうとする者に対しては、大規模買付行為

の是非を株主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情報の提供を求め、併せて当社取締役

会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、

会社法及びその他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じるとともに、引き続き企

業価値及び株主共同の利益の確保及び向上に努めてまいります。

 

２）基本方針の実現に資する特別な取組み

当社グループは、強靭な企業体質への転換を図ることにより株主、投資家をはじめとするすべて

のステークホルダーの皆様の信頼回復につなげるべく、「内部管理体制の強化及び企業風土の変

革」、「構造改革の断行」、「事業ポートフォリオ及び事業運営体制の見直し」、「財務基盤の整

備」を実施しています。
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(4)　研究開発活動

当期における研究開発費は1,492億円でした。

なお、当四半期連結会計期間における主要な研究開発の成果は以下のとおりです。

①研究開発

・東芝メモリ㈱は、世界で初めて(※１)TSV(※２)技術を用いた３ビット／セルの３次元フラッシュ

メモリ(※３)「BiCS FLASH™」を試作し、基本動作と性能を確認しました。TSV技術を用いること

で、データ入出力の高速化と消費電力の低減が可能です。今回、48層積層プロセスを用いた３次元

フラッシュメモリに適用することで、ワイヤボンディングを用いた従来製品に比べて電力効率(※

４)が約２倍に向上しました。また、512ギガビットのチップを１パッケージ内に16段積層すること

により１テラバイトの大容量を実現しました。2017年中に製品をサンプル出荷する予定です。

・世界で初めて10Mbpsを超える鍵配信速度（13.7Mbps）を実現する量子暗号装置の開発に成功しまし

た(※５)。量子暗号技術は、秘匿性の高いデータ通信の暗号化に適していますが、送受信者間で必

要となる共通の暗号鍵の生成処理速度の向上が実用化の課題となっていました。当社は今回、従来

よりも高速にソフトウェアを処理できる専用回路を用いたハードウェアや、光子通信の誤り特性を

加味した処理規模の少ない誤り訂正方式を開発するとともに、従来のデータ変換処理の多並列処理

化を達成したことで、鍵生成処理の高速化を実現しました。今後も金融・医療・通信インフラ等の

分野での実用化を目指し、量子暗号技術の普及に貢献していきます。

・独自の塗布印刷技術を用いて樹脂フィルム基板上に作製した５cm×５cmのペロブスカイト太陽電池

(※６)モジュール(※７)で、世界最高のエネルギー変換効率10.5％(※８)を達成しました。今回、

フィルム基板を用いたペロブスカイト太陽電池向けの成膜プロセス技術や、モジュール作製のため

のスクライブ(※９)プロセス技術を開発したことで、上記の変換効率を達成しました。本技術はフ

レキシブルなフィルム基板を用いていることから、ロール・ツー・ロール方式で作製でき低コスト

化が可能です。また、高効率のポテンシャルを持つペロブスカイト太陽電池のため、更なる高効率

化が期待できます。

・大規模施設などで複数箇所に設置された防犯カメラの映像から、人物ごとの移動経路を少ない計算

量で高精度に把握できるAI技術を開発しました。明るさやカメラごとの設定の相違に影響されない

特徴量(※10)抽出、複数フレームの人物画像から特徴量を同時に抽出することによる計算量の大幅

な削減、複数カメラ間を連結して１つのシステムであるかのような処理を行うことにより、複数の

カメラに映し出された人物ごとの移動経路を少ない計算量で精度良く取得することを可能にしまし

た。当社のコミュニケーションAI「RECAIUS™」への本技術の搭載を2018年度中に目指します。

 

(注)※１:2017年7月発表当時、当社調べ

※２:Through Silicon Via：半導体チップの内部を垂直に貫通する電極を用いて、複数の半導体

チップを１つのパッケージ内で積層する技術

※３:従来のシリコン平面上にフラッシュメモリ素子を並べたNAND構造ではなく、シリコン平面

から垂直方向にフラッシュメモリ素子を積み上げ、素子密度を大幅に向上した構造。

※４:単位電力当たりのデータ転送量（単位：MByte/s/W）

※５:10kmを想定した光ファイバー環境における結果

※６:光吸収層がペロブスカイト結晶で構成されている太陽電池

※７:セルは太陽電池の基本単位の素子、モジュールは複数のセルを電気的に接続したもの。

※８:太陽光のエネルギーを電気エネルギーに変換する効率。一般財団法人電気安全環境研究

所の測定による。

※９:セルの直列接続構造を形成するために、電極上の膜の一部分を取り除き、電極を露出させ

る工程。

※10:入力された画像にどのような特徴（色や形状など）があるかを数値化したもの。

 

(5)　従業員数

　2017年４月１日付でのメモリ事業の分社化による減員(約9,000人)、並びに2017年７月１日付で

の当社社内カンパニーであるインフラシステムソリューション社、ストレージ＆デバイスソリュー

ション社及びインダストリアルICTソリューション社の分社化による減員(約12,000人)に伴い、当

社の従業員数は前連結会計年度末に比べ減少し、2017年９月30日現在の従業員数は、10,750人とな

りました。
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　なお、従業員数は、正規従業員及び期間の定めのある雇用契約に基づく労働者のうち１年以上働

いている又は働くことが見込まれる従業員の合計数で、2017年９月30日付退職者が含まれていま

す。

 

(6)　生産、受注及び販売の実績

　　当期において、当社グループの生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

 

(7)　主要な設備等

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。

前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、改修等に係る設備投資計画について、以下のと

おり変更しました。変更点は下線で示しています。下記設備投資計画額には、当社の持分法適用会

社であるフラッシュアライアンス㈲、フラッシュフォワード合同会社等が実施する投資のうち、当

社分が含まれています。設備投資の資金は、自己資金等をもって充当する予定です。

セグメントの名称
設備投資計画額

(変更前)　※1

設備投資計画額

(変更後)　※1
主な内容・目的

エネルギーシステムソリューション 200億円 130億円 ―

インフラシステムソリューション 450億円 400億円 ―

リテール＆プリンティングソリュー

ション
140億円 100億円 ―

ストレージ＆デバイスソリューショ

ン
3,300億円 6,000億円

NAND型フラッシュメモリ製造設備

等

インダストリアルICTソリューション 30億円 20億円 ―

その他 130億円 150億円 ―

合計 4,250億円 6,800億円 ―

 

投融資計画合計額　※2 800億円 1,000億円

 

設備投資・投融資計画合計額 5,050億円 7,800億円

(注) ※１．無形固定資産を含む発注ベースであり、既発注のものが含まれています。

　　 ※２．支払ベース

　　　 ３．金額には消費税等を含めておりません。

 

(8)　事業等のリスクに記載した重要事象等を解消するための対応策

当社グループは当該状況を解消すべく、海外原子力事業のリスクを遮断する目的で、マジョリ

ティ売却等による非連結化も視野に、ウェスチングハウス社グループの再編検討を行っていました

が、米国時間2017年３月29日に、申請会社は米国連邦倒産法第11章に基づく再生手続をニューヨー

ク州連邦破産裁判所に申し立てました。当社としては、裁判所の管轄のもと、申請会社と電力会社

を含む利害関係者との適切な調整を図りながら米国原子力発電所建設プロジェクトに関する関係当

事者間での合意形成を探っていくことがウェスチングハウス社グループの事業の再生には不可欠で

あり、再生手続の申し立てによるウェスチングハウス社グループの非連結化は、海外原子力事業の

リスクを遮断することを目指す当社の方針にも合致していると判断しました。海外原子力事業のリ

スク遮断については、当社は、米国時間2017年６月９日に、米国ジョージア電力社他と、WECの新型

原子炉「AP1000」２基の建設プロジェクトに関する当社親会社保証について、サザン電力(米国

ジョージア電力社の親会社)に3,680百万米ドル(4,129億円)を2017年10月から2021年１月までの間に

分割にて支払うことで合意しました。また、当社は、米国時間2017年７月27日に、米国サウスカロ

ライナ電力＆ガス社他とも、WECの新型原子炉「AP1000」２基の建設プロジェクトに関する当社親会

社保証について、スキャナ電力(米国サウスカロライナ電力＆ガス社他の親会社)に2,168百万米ドル

(2,432億円)を2017年10月から2022年９月までの間に分割にて支払うことで合意しました。これらの

合意に伴い、当社の保証責任は今回合意した金額を上限として固定され、親会社保証にかかる追加

の費用負担を遮断したことになります。そして、今後、プロジェクトコストの増加等の如何なる事
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情を問わず、保証上限額以外の建設プロジェクト関連費用を当社に請求しないことを合意していま

す。

　また、メモリ事業については、機動的かつ迅速な経営判断体制の整備と借入金の返済原資の確保

並びに連結株主資本及び連結純資産の回復のために、2017年３月30日に開催した臨時株主総会にお

いて、当社と当社の完全子会社である東芝メモリ㈱(以下「TMC」という。)の間の吸収分割契約につ

いて承認を得て、2017年４月１日付でメモリ事業を分社化しました。そして、2017年９月20日に開

催した当社取締役会にてベインキャピタル社を軸とする企業コンソーシアムにより組成される買収

目的会社である株式会社Pangea(以下「譲受会社」という。)に対して、TMCの全株式を譲渡価格２兆

円にて譲渡(以下「本件株式譲渡」という。)し、譲受会社との間で株式譲渡契約(以下「本件株式譲

渡契約」という。)を締結することを決議し、2017年９月28日に本件株式譲渡契約を締結しました。

また、2017年10月24日に開催した臨時株主総会において、本件株式譲渡契約が承認されました。今

後、各国競争法当局の承認の取得、安全保障等に関わる承認の取得及び管轄権を有する国家機関(仲

裁廷その他国家機関に準ずる機関を含む。)が本件株式譲渡の完了を禁止していないことの確認等の

必要な手続を経て、2018年３月末までの売却完了を目指します。

　上記のほかにも、資本政策については様々な検討を行うとともに、資産の保有意義を聖域なく見

直し、また、社会インフラ事業を中心として事業計画を着実に実行することで財政状態の改善を図

ります。そして、借入先金融機関からの支援・協力を継続して得るべく、誠実に説明を重ね、期限

の利益喪失の権利行使に対する放棄(Waive)、コミットメントライン契約枠(6,800億円)の更新・増

枠といったお願いを真摯に行っていきます。また、当社は、建設業法に基づく特定建設業の許可等

の更新について、特定建設業の許可等を有している会社を承継会社とした会社分割を行うなどの対

策を進めています。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000,000

計 10,000,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2017年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2017年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,237,602,026 4,237,602,026

東京、名古屋の各

証券取引所(市場第

二部)

単元株式数

1,000株

計 4,237,602,026 4,237,602,026 ― ―

(注)2017年８月１日付で東京証券取引所及び名古屋証券取引所の市場第一部から市場第二部に指定替えとなりました。

 

(2)【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2017年７月１日～

2017年９月30日
－ 4,237,602,026 － 200,000 － 0
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(6)【大株主の状況】

  2017年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣＨＳ　Ｉ

ＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ

(常任代理人　ゴールドマン・サッ

クス証券㈱)※１

１３３　ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　

ＬＯＮＤＯＮ　

ＥＣ４Ａ　２ＢＢ Ｕ．Ｋ．

(東京都港区六本木６丁目１０番１号

六本木ヒルズ森タワー)

374,093 8.83

ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ＆　

ＣＯ．ＲＥＧ

(常任代理人　ゴールドマン・サッ

クス証券㈱)※１

 

２００　ＷＥＳＴ　ＳＴＲＥＥＴ　Ｎ

ＥＷ　ＹＯＲＫ，ＮＹ，ＵＳＡ

(東京都港区六本木６丁目１０番１号

六本木ヒルズ森タワー)

336,955 7.95

ＢＡＲＣＬＡＹＳ　ＣＡＰＩＴＡ

Ｌ　ＩＮＣ　Ａ／Ｃ　ＣＬＩＥＮ

Ｔ　ＳＡＦＥ　ＣＵＳＴＯＤＹ

(常任代理人　バークレイズ証券

㈱)※１

 

７４５　ＳＥＶＥＮＴＨ　ＡＶＥＮＵ

Ｅ，　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　ＮＹ　１０

０１９，　ＵＮＩＴＥＤ　ＳＴ

(東京都港区六本木６丁目１０番１号)

246,000 5.81

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳ

Ｅ　ＢＡＮＫ　３８００５５

(常任代理人　㈱みずほ銀行決済営

業部)※１

２７０　ＰＡＲＫ　ＡＶＥＮＵＥ，　

ＮＥＷ　ＹＯＲＫ，　ＮＹ　１００１

７，　ＵＮＩＴＥＤ　ＳＴＡＴＥＳ　

ＯＦ　ＡＭＥＲＩＣＡ

(東京都港区港南２丁目１５－１　品川

インターシティA棟)

223,170 5.27

ＢＮＹＭ　ＳＡ／ＮＶ　ＦＯＲ　

ＢＮＹＭ　ＦＯＲ　ＢＮＹＭ　Ｇ

ＣＭ　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＴ

Ｓ　Ｍ　ＩＬＭ　ＦＥ

(常任代理人　㈱三菱東京ＵＦＪ銀

行)※１

２　ＫＩＮＧ　ＥＤＷＡＲＤ　ＳＴＲ

ＥＥＴ，　ＬＯＮＤＯＮ　ＥＣ１Ａ　

１ＨＱ　ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧＤＯ

Ｍ

(東京都千代田区丸の内２丁目７－１)

146,468 3.46

第一生命保険㈱ 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 115,159 2.72

ＣＧＭＩ　ＰＢ　ＣＵＳＴＯＭＥ

Ｒ　ＡＣＣＯＵＮＴ

(常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店)※１

３８８　ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ　ＳＴＲ

ＥＥＴ　ＮＥＷＹＯＲＫ，　ＮＹ　１

００１３　ＵＳＡ

(東京都新宿区新宿６丁目２７番３０

号)

111,586 2.63

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 110,352 2.60

東芝持株会 東京都港区芝浦一丁目１番１号 107,570 2.54

ＣＨＡＳＥ　ＭＡＮＨＡＴＴＡ

Ｎ　ＢＡＮＫ　ＧＴＳ　ＣＬＩＥ

ＮＴＳ　ＡＣＣＯＵＮＴ　ＥＳＣ

ＲＯＷ

(常任代理人　㈱みずほ銀行決済営

業部)※１

５ＴＨ　ＦＬＯＯＲ，　ＴＲＩＮＩＴ

Ｙ　ＴＯＷＥＲ９，　ＴＨＯＭＡＳ　

ＭＯＲＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤＯ

Ｎ，　Ｅ１Ｗ　１ＹＴ，　ＵＮＩＴＥ

Ｄ　ＫＩＮＧＤＯＭ

(東京都港区港南２丁目１５－１　品川

インターシティA棟)

76,109 1.80

計 ― 1,847,466 43.60

(注)※１．主として海外の機関投資家の保有株式の保管業務を行うとともに当該機関投資家の株式名義人となっていま

す。

　２．2017年４月７日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、シンガポール法人エフィッシモ　キャ

ピタル　マネージメント　ピーティーイー　エルティーディーが、2017年３月31日現在、417,185千株
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(9.84％)の当社株式を保有している旨が記載されているものの、当社としては当第２四半期会計期間末時点

における所有株式数の確認ができないため上記表には含めていません。

３．2017年５月22日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、㈱みずほ銀行及びその共同保有者２社

が、2017年５月15日現在、以下のとおり各社共同で174,351千株(4.11％)の当社株式を保有している旨が記

載されているものの、当社としては当第２四半期会計期間末時点における所有株式数の確認ができないため

上記表には含めていません。

会　社　名
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

㈱みずほ銀行 56,343 1.33

みずほ証券㈱ 9,430 0.22

アセットマネジメントOne㈱ 108,577 2.56

合　計 174,351 4.11

４．2017年８月４日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、ブラックロック・ジャパン㈱及び共同

保有者６社が、2017年７月31日現在、以下のとおり各社共同で163,607千株(3.86％)の当社株式を保有して

いる旨が記載されているものの、当社としては当第２四半期会計期間末時点における所有株式数の確認がで

きないため上記表には含めていません。

会　社　名
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

ブラックロック・ジャパン㈱ 9,817 0.23

ブラックロック・ファンド・マネジャーズ・リ

ミテッド
5,079 0.12

ブラックロック・ライフ・リミテッド 7,462 0.18

ブラックロック・アセット・マネジメント・ア

イルランド・リミテッド
15,926 0.38

ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ 58,741 1.39

ブラックロック・インスティテューショナル・

トラスト・カンパニー、エヌ．エイ．
60,152 1.42

ブラックロック・インベストメント・マネジメ

ント(ユーケー)リミテッド
6,428 0.15

合　計 163,607 3.86

５．2017年８月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、米国法人キング・ストリート・

キャピタル・マネージメント・エルピーが、2017年７月31日現在、246,000千株(5.81％)の当社株式を保有

している旨が記載されているものの、当社としては当第２四半期会計期間末時点における所有株式数の確認

ができないため上記表には含めていません。

６．2017年10月６日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、米国法人キャピタル・リサーチ・アン

ド・マネージメント・カンパニーが、2017年９月29日現在、220,124千株(5.20％)の当社株式を保有してい

る旨が記載されているものの、当社としては当第２四半期会計期間末時点における所有株式数の確認ができ

ないため上記表には含めていません。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2017年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 (自己保有株式)

普通株式　　　4,167,000
― 単元株式数1,000株

 (相互保有株式)

普通株式　　　　　　―
― ―

完全議決権株式(その他)※１ 普通株式　4,216,541,000 4,216,541 単元株式数1,000株

単元未満株式※２ 普通株式　　 16,894,026 ― ―

発行済株式総数 4,237,602,026 ― ―

総株主の議決権 ― 4,216,541 ―

(注）※１．上記「完全議決権株式(その他)」の中には、㈱証券保管振替機構名義の株式23千株(議決権23個)が含まれ

ています。

※２．上記「単元未満株式」の中には当社所有の自己株式442株が含まれています。

②【自己株式等】

 2017年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

㈱東芝
東京都港区芝浦

一丁目１番１号
4,167,000 ― 4,167,000 0.10

計 ― 4,167,000 ― 4,167,000 0.10
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期連結累計期間における役員の異動は、次のと

おりです。

 

(1)退任執行役

役名 職名 氏名 退任年月日

執行役常務
エネルギーシステムソリューショ

ン社社長附
岡村　潔 2017年９月30日

執行役常務
エネルギーシステムソリューショ

ン社電力流通システム事業部長
原園　浩一 2017年９月30日

 

(2)異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　男性28名　女性１名(役員のうち女性の比率3.4％)

 

なお、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりです。

(1)取締役

①新任取締役(就任年月日：2017年10月24日)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役  秋葉　慎一郎 1956年８月１日

1979年４月　当社入社

2011年６月　東芝エレベータ㈱代表取締役社

長(2014年３月まで)

2013年10月　執行役上席常務

2016年６月　代表執行役副社長

2017年10月　取締役、代表執行役副社長(現

在)

 

他の会社の代表状況

東芝インフラシステムズ㈱代表取締役社長

※１ 64

取締役  櫻井　直哉 1957年１月９日

1980年４月　当社入社

2007年６月　提携法務部長

2013年10月　法務部長

2015年９月　執行役常務

2016年６月　執行役上席常務

2017年10月　取締役、執行役上席常務(現在)

※１ 34

 (注) ※１．取締役の任期は、2017年10月24日開催の臨時株主総会の終結の時から、2018年３月期に係る定時株主総会

の終結の時までです。

　　　　 ２．所有株式数には、持株会を通じて実質的に所有している株式数を含みます。

　　　　 ３．2017年10月24日開催の臨時株主総会で、綱川智、平田政善、野田晃子、池田弘一、古田佑紀、小林喜光、

佐藤良二、前田新造の８氏が再任され、８氏の任期は、2017年10月24日開催の臨時株主総会の終結の時か

ら、2018年３月期に係る定時株主総会の終結の時までです。

　　　　 ４．当社の委員会体制等については次のとおりです。

　　　　　　　　取締役会議長　小林喜光

　　　　　　　　指名委員会　　池田弘一(委員長)、小林喜光、佐藤良二、前田新造

　　　　　　　　監査委員会　　佐藤良二(委員長、常勤)、野田晃子、古田佑紀

　　　　　　　　報酬委員会　　古田佑紀(委員長)、野田晃子、池田弘一、小林喜光、前田新造
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②退任取締役

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役  成毛　康雄 2017年10月24日

 

③役職の異動(下線は変更点)

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

社外取締役
指名委員会委員長、報酬委員

会委員

指名委員会委員、報酬委員会

委員
池田　弘一 2017年10月24日

社外取締役
指名委員会委員、報酬委員会

委員

指名委員会委員長、報酬委員

会委員
小林　喜光 2017年10月24日

 

(2)執行役

①退任執行役

役名 職名 氏名 退任年月日

代表執行役専務
人事・総務部担当、経営刷新推

進部長
牛尾　文昭 2017年10月31日

執行役専務
技術統括部担当、研究開発本部

担当、部品材料所管
西田　直人 2017年10月31日

執行役専務 プロジェクト審査部担当 前川　治 2017年10月31日

執行役専務 営業統括部担当、支社担当 竹中　直紀 2017年10月31日

執行役上席常務 欧州総代表 横田　岳志 2017年10月31日

執行役上席常務 生産調達統括部担当 長谷川　功宏 2017年10月31日

執行役常務 関西支社長 横溝　英樹 2017年10月31日

執行役常務 内部監査部長 大塚　仁 2017年10月31日

 

②役職の異動(下線は変更点)

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

執行役専務
技術統括部担当、研究開発本部

担当、部品材料所管
技術統括部担当、部品材料所管 西田　直人 2017年10月１日

執行役専務 エネルギーシステム所管
エネルギーシステムソリュー

ション社社長
油谷　好浩 2017年10月１日

執行役上席常務 研究開発本部長 技術統括部長 斉藤　史郎 2017年10月１日

執行役常務 WEC監督部担当 原子力事業統括部長 畠澤　守 2017年10月１日

代表執行役専務
プロジェクト審査部担当、財務

管理部・主計部担当（ＣＦＯ）

財務管理部・主計部担当（ＣＦ

Ｏ）
平田　政善 2017年11月１日

執行役上席常務
経営企画部担当、人事・総務部

担当、調達部担当
経営企画部担当 豊原　正恭 2017年11月１日
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役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

執行役上席常務
技術・生産統括部担当、研究開

発本部担当、部品材料所管
研究開発本部長 斉藤　史郎 2017年11月１日

執行役上席常務
法務部担当、内部監査部担当、

監査委員会室長
法務部担当、監査委員会室長 櫻井　直哉 2017年11月１日

執行役常務 営業統括部担当、支社担当 営業統括部長 平田　一郎 2017年11月１日

執行役常務
広報・ＩＲ部担当、経営刷新推

進部担当
広報・ＩＲ部担当 長谷川　直人 2017年11月１日
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第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令」(平成23年内閣府令第44号)第３条の規定による改正後の「四半期連結財務諸表の

用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定により、米国において一般に公正妥当と認

められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(2017年７

月１日から2017年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(2017年４月１日から2017年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、PwCあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受け

ています。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  
2016年度の
連結貸借対照表

(2017年３月31日現在)

2017年度第２四半期
(2017年９月30日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び現金同等物   707,693   512,612  

２．受取手形及び売掛金        

(1) 受取手形  41,431   43,845   

(2) 売掛金  1,106,449   1,001,983   

(3) 貸倒引当金  △25,644 1,122,236  △17,952 1,027,876  

３．棚卸資産 ６  624,321   673,436  

４．短期繰延税金資産 2及び10  21,156   ―  

５．未収入金   89,895   245,138  

６．前払費用及び

その他の流動資産
4及び13  170,992   208,226  

流動資産合計   2,736,293 64.1  2,667,288 65.5

Ⅱ　長期債権及び投資        

１．長期受取債権   15,272   22,286  

２．関連会社に対する投資

及び貸付金
４  293,705   334,629  

３．投資有価証券及び

その他の投資

4,5

及び18
 92,696   115,255  

長期債権及び投資合計   401,673 9.4  472,170 11.6

Ⅲ　有形固定資産
4,9

及び18
      

１．土地   73,947   70,526  

２．建物及び構築物   889,495   879,677  

３．機械装置及び

その他の有形固定資産
  1,726,471   1,683,567  

４．建設仮勘定   21,796   37,430  

   2,711,709   2,671,200  

５．減価償却累計額   △2,053,833   △2,021,410  

有形固定資産合計   657,876 15.4  649,790 15.9

Ⅳ　その他の資産        

１．のれん及び

その他の無形資産
4及び9  361,569   152,619  

２．長期繰延税金資産 2及び10  32,591   42,069  

３．その他   79,511   90,978  

その他の資産合計   473,671 11.1  285,666 7.0

資産合計   4,269,513 100.0  4,074,914 100.0
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2016年度の
連結貸借対照表

(2017年３月31日現在)

2017年度第２四半期
(2017年９月30日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１．短期借入金
1,13

及び18
 357,551   202,004  

２．１年以内に期限の到来

する社債及び長期借入金

1,13

及び18
 328,074   357,464  

３．支払手形及び買掛金   730,900   703,248  

４．未払金及び未払費用 ３  416,916   601,255  

５．未払法人税等及び

その他の未払税金
10  84,072   349,036  

６．前受金   320,762   316,353  

７．短期繰延税金負債 2及び10  6,805   ―  

８．債務保証損失引当金(短期) ３  143,761   30,120  

９．その他の流動負債
4,13,15
及び16

 329,562   287,014  

流動負債合計   2,718,403 63.7  2,846,494 69.9

Ⅱ　固定負債        

１．社債及び長期借入金 13及び18  518,171   421,322  

２．未払退職及び年金費用 ７  531,164   518,090  

３．長期繰延税金負債 2及び10  73,293   68,043  

４．債務保証損失引当金(長期) ３  543,897   ―  

５．その他の固定負債
3,4,13

及び16
 160,289   637,776  

固定負債合計   1,826,814 42.8  1,645,231 40.3

負債合計   4,545,217 106.5  4,491,725 110.2

(資本の部) 11       

Ⅰ　株主資本        

１．資本金        

　発行可能株式総数
10,000,000,000株

       

　発行済株式数        

　2017年３月31日及び
　2017年９月30日

4,237,602,026株
  200,000 4.7  200,000 4.9

２．資本剰余金   140,144 3.3  127,695 3.1

３．利益剰余金   △580,396 △13.6  △630,181 △15.4

４．その他の包括損失累計額   △310,750 △7.3  △315,246 △7.7

５．自己株式(取得原価)        

　2017年３月31日
3,793,341株

       

　2017年９月30日
4,167,442株

  △1,945 △0.1  △2,035 △0.1

株主資本合計   △552,947 △13.0  △619,767 △15.2

Ⅱ　非支配持分   277,243 6.5  202,956 5.0

資本合計   △275,704 △6.5  △416,811 △10.2

　　　契約債務及び偶発債務
14,15

及び16
      

負債及び資本合計   4,269,513 100.0  4,074,914 100.0
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(2)【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  

2016年度
第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年９月30日)

2017年度
第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高及びその他の収益      

１．売上高  2,270,674 100.0 2,386,209 100.0

２．受取利息及び配当金  3,561 0.2 5,410 0.2

３．持分法による投資利益 ４ 3,443 0.1 4,789 0.2

４．その他の収益 8及び13 18,362 0.8 92,346 3.9

  2,296,040 101.1 2,488,754 104.3

Ⅱ　売上原価及び費用      

１．売上原価 4及び9 1,684,596 74.2 1,659,216 69.5

２．販売費及び一般管理費  492,885 21.7 495,225 20.8

３．支払利息  7,208 0.3 9,814 0.4

４．その他の費用
4,5,8,13

及び16
46,376 2.0 49,494 2.1

  2,231,065 98.2 2,213,749 92.8

Ⅲ　継続事業からの税金等調整前
四半期純利益

 64,975 2.9 275,005 11.5

Ⅳ　法人税等 10 23,729 1.0 320,931 13.4

Ⅴ　継続事業からの非支配持分控除前
四半期純利益（△損失）

 41,246 1.9 △45,926 △1.9

Ⅵ　非継続事業からの非支配持分控除前
四半期純利益（税効果後）

3及び13 82,749 3.6 10,190 0.4

Ⅶ　非支配持分控除前四半期純利益（△損失）  123,995 5.5 △35,736 △1.5

Ⅷ　非支配持分に帰属する四半期純損益（控除）  8,686 0.4 14,049 0.6

Ⅸ　当社株主に帰属する四半期純利益（△損失）  115,309 5.1 △49,785 △2.1

      

１株当たり情報　（単位：円）      

　１．基本的１株当たり
　　　当社株主に帰属する四半期純利益（△損失）

12     

継続事業からの四半期純利益（△損失）  7.35  △14.17  

非継続事業からの四半期純利益  19.88  2.41  

四半期純利益（△損失）  27.23  △11.76  

　２．配当金  ―  ―  
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【第２四半期連結会計期間】

  

2016年度
第２四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

2017年度
第２四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
至　2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高及びその他の収益      

１．売上高  1,213,480 100.0 1,242,576 100.0

２．受取利息及び配当金  1,805 0.1 2,434 0.2

３．持分法による投資利益 ４ 1,710 0.2 3,186 0.2

４．その他の収益 8及び13 8,537 0.7 86,874 7.0

  1,225,532 101.0 1,335,070 107.4

Ⅱ　売上原価及び費用      

１．売上原価 4及び9 883,864 72.8 850,688 68.5

２．販売費及び一般管理費  252,734 20.8 256,810 20.6

３．支払利息  3,391 0.3 5,311 0.4

４．その他の費用
4,5,8,13

及び16
24,497 2.1 32,359 2.6

  1,164,486 96.0 1,145,168 92.1

Ⅲ　継続事業からの税金等調整前
四半期純利益

 61,046 5.0 189,902 15.3

Ⅳ　法人税等 10 23,757 1.9 293,102 23.6

Ⅴ　継続事業からの非支配持分控除前
四半期純利益（△損失）

 37,289 3.1 △103,200 △8.3

Ⅵ　非継続事業からの非支配持分控除前
四半期純利益（税効果後）

3及び13 3,719 0.3 10,190 0.8

Ⅶ　非支配持分控除前四半期純利益（△損失）  41,008 3.4 △93,010 △7.5

Ⅷ　非支配持分に帰属する四半期純損益（控除）  5,502 0.5 7,101 0.6

Ⅸ　当社株主に帰属する四半期純利益（△損失）  35,506 2.9 △100,111 △8.1

      

１株当たり情報　（単位：円）      

　１．基本的１株当たり
　　　当社株主に帰属する四半期純利益（△損失）

12     

継続事業からの四半期純利益（△損失）  7.20  △26.06  

非継続事業からの四半期純利益  1.19  2.41  

四半期純利益（△損失）  8.39  △23.65  

　２．配当金  ―  ―  
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(3)【四半期連結包括損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  

2016年度
第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年９月30日)

2017年度
第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　非支配持分控除前
　　四半期純利益(△損失)

 123,995 △35,736

Ⅱ　その他の包括利益(△損失)、
　　税効果控除後

 

11   

１．未実現有価証券評価損益  △5,718 9,272

２．外貨換算調整額  △121,863 △39,623

３．年金負債調整額  24,631 10,139

４．未実現デリバティブ評価損益  △3,233 756

その他の包括損失合計  △106,183 △19,456

非支配持分控除前
四半期包括利益(△損失)

 17,812 △55,192

Ⅲ 非支配持分に帰属する
　　四半期包括損益(控除)

 △18,648 △911

当社株主に帰属する
四半期包括利益(△損失)

 36,460 △54,281

 

【第２四半期連結会計期間】

  

2016年度
第２四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

2017年度
第２四半期連結会計期間
(自　2017年７月１日
至　2017年９月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　非支配持分控除前
　　四半期純利益(△損失)

 41,008 △93,010

Ⅱ　その他の包括利益(△損失)、
　　税効果控除後

 

11   

１．未実現有価証券評価損益  △2,317 3,033

２．外貨換算調整額  △17,360 △45,415

３．年金負債調整額  7,770 6,599

４．未実現デリバティブ評価損益  △811 528

その他の包括損失合計  △12,718 △35,255

非支配持分控除前
四半期包括利益(△損失)

 28,290 △128,265

Ⅲ 非支配持分に帰属する
　　四半期包括損益(控除)

 1,044 △12,831

当社株主に帰属する
四半期包括利益(△損失)

 27,246 △115,434
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(4)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 

2016年度
第２四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年９月30日)

2017年度
第２四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年９月30日)

区分 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

１．非支配持分控除前四半期純利益(△損失)  123,995  △35,736

２．営業活動により増加(△減少)した
　　キャッシュ(純額)への調整

    

(1）有形固定資産の減価償却費及び無形資産の償却費 77,951  66,936  

(2）未払退職及び年金費用(退職金支払額差引後) 16,599  3,415  

(3）繰延税金 4,965  △16,132  

(4）持分法による投資損益(受取配当金相殺後) 47  △2,459  

(5）有形固定資産及び無形資産の除売却損益
　　及び減損、純額

△1,569  △11,039  

(6）投資有価証券の売却損益及び評価損、純額 △70,801  △66,950  

(7）受取債権の減少 49,268  68,629  

 (8）棚卸資産の増加 △22,264  △60,910  

 (9）支払債務の減少 △66,099  △15,137  

(10）未払法人税等及びその他の未払税金の増加(△減少) △62,092  268,778  

(11）前受金の増加(△減少) 91,753  △6,005  

(12）その他 △208,766 △191,008 △158,563 70,563

　　　営業活動により増加(△減少)したキャッシュ(純額)  △67,013  34,827

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

１．有形固定資産及び無形資産の売却収入  13,849  21,652

２．投資有価証券の売却収入  4,729  904

３．有形固定資産の購入  △86,617  △64,600

４．無形資産の購入  △11,955  △8,616

５．投資有価証券の購入  △753  △1,024

６．関連会社に対する投資等の増加  △22,121  △36,044

７．ランディス・ギア・グループの株式売却による収入  -  149,728

８．その他  21,359  △9,183

　　　投資活動により増加(△減少)したキャッシュ(純額)  △81,509  52,817

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

１．長期借入金の借入  38,361  2,048

２．長期借入金の返済  △55,430  △71,880

３．短期借入金の減少  △275,794  △131,626

４．配当金の支払  △7,327  △5,955

５．自己株式の取得、純額  △14  △90

６．その他  17,698  △77,675

　　　財務活動により減少したキャッシュ(純額)  △282,506  △285,178

Ⅳ　為替変動の現金及び現金同等物への影響額  △20,008  2,453

Ⅴ　現金及び現金同等物純減少額  △451,036  △195,081

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高  975,529  707,693

Ⅶ　現金及び現金同等物四半期末残高  524,493  512,612

Ⅷ　非継続事業における現金及び現金同等物四半期末残高(控除)  16,692  -

Ⅸ　継続事業における現金及び現金同等物四半期末残高  507,801  512,612
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四半期連結財務諸表に対する注記
 

１．会計処理の原則及び手続並びに四半期連結財務諸表の表示方法

　当社の四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた企業会計の基準及び会計

慣行(以下「米国会計基準」という。)に従っています。なお、米国会計基準により要請される記載及

び注記の一部が省略されています。

 

　当社は、1962年２月に米国預託証券を発行し、1970年２月に欧州預託証券を発行しました。これら

に際し、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方法により作成した連結

財務諸表(以下「米国式連結財務諸表」という。)を作成し、かつ、これを開示してきたことを事由と

して、1978年３月22日に「連結財務諸表規則取扱要領第86に基づく承認申請書」を大蔵大臣へ提出

し、同年３月31日付蔵証第494号により承認を受けています。その後も継続して米国式連結財務諸表

を作成し、かつ、これを開示しています。

　当社は、米国預託証券の発行により1962年２月に米国証券取引委員会に登録しましたが、1978年11

月に預託契約が終結したため、現在は登録していません。

 

　当社がこの四半期連結財務諸表作成のために採用した会計処理の原則及び手続並びに四半期連結財

務諸表の表示方法のうち、わが国における会計処理の原則及び手続並びに表示方法と異なるもので重

要性のあるものは以下のとおりです。

　なお、四半期連結財務諸表に対する注記において、原則として、「当社」という用語は「㈱東芝」

を表し、「当社グループ」という用語は「㈱東芝及び連結子会社」を表すものとして用います。

 

1)　四半期連結損益計算書の様式

　四半期連結損益計算書の様式は、単純計算方式(総収益から総原価及び総費用を控除して損益を

示す様式)を採用しています。

2)　連結に基づく変動持分事業体

　ASC 810「連結」に基づき、変動持分により支配権を有する事業体を連結しています。

3)　のれん及びその他の無形資産

　ASC 350「無形資産－のれん及びその他」に基づき、のれん及び耐用年数が確定できない無形資

産について、償却をしないかわりに少なくとも１年に一度は減損のテストを行っています。

4)　有給休暇引当金

　ASC 710「報酬－全般」に基づき、従業員の未消化有給休暇に対応する人件費相当額を未払費用

として計上しています。

5)　未払退職及び年金費用

　ASC 715「報酬－退職給付」に基づき、未払退職及び年金費用を計上し、退職給付制度の清算及

び縮小並びに厚生年金部分の返上の会計処理を行っています。

6)　非継続事業

　ASC 205-20「財務諸表の表示－非継続事業」(以下「ASC 205-20」という。)に基づき、非継続事

業に係る財政状態及び経営成績を連結貸借対照表、四半期連結貸借対照表及び四半期連結損益計算

書上、非継続事業として区分表示しています。なお、非継続事業に関する開示を注記３．にて行っ

ています。また、その他の注記についても前年度の数値を組み替えて表示しています。
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継続企業の前提に関する注記
 

当社グループは、2017年３月期においてウェスチングハウスエレクトリックカンパニー社(以下

「WEC」という。)及びその米国関係会社並びに米国外の事業会社群の持株会社である東芝原子力エナ

ジーホールディングス(英国)社(上記会社群を以下「申請会社」という。)に関連した巨額の損失を計上

したことを主因に債務超過となり、2017年９月30日現在の連結株主資本は△619,767百万円、連結純資

産は△416,811百万円になりました。

また、2016年12月28日付の格付機関による当社格付の引下げにより、当社グループの2017年９月30日

現在の連結貸借対照表における長短借入金等計980,790百万円のうち、主要借入先金融機関がアレン

ジャーであるシンジケートローン契約に基づく借入金残高222,000百万円(連結貸借対照表上、１年以内

に期限の到来する社債及び長期借入金に計上)が財務制限条項に抵触しています。当該借入金につい

て、当社は、借入先金融機関との間で2017年12月25日までの期限の利益喪失要求の一時的留保について

合意を得ています。しかしながら、2017年12月26日以降においては、借入先金融機関の請求があった場

合には期限の利益を喪失する可能性があります。なお、当社が当該借入金について期限の利益を喪失し

た場合、社債その他の借入金についても同様に期限の利益を喪失する可能性があります。

加えて、WEC及びその米国関係会社の米国原子力発電所建設プロジェクトに関わる当社親会社保証の

支出等を考慮すると、当社の今後の資金環境は厳しい状況となることが見込まれます。

さらに、当社には、建設業法に基づく特定建設業の許可等が必要となる事業がありますが、特定建設

業の許可等の更新には、一定の財産的基礎を有することが必要とされています。当社の特定建設業の許

可の有効期限は2017年12月ですが、当社が特段の対応をとらず一定の財産的基礎を満たさないと判断さ

れた場合には、特定建設業の許可等の更新ができず、当該事業の遂行に重大な悪影響を与える可能性が

あります。

　以上により、当社には継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在してい

ます。

 

当社グループは当該状況を解消すべく、海外原子力事業のリスクを遮断する目的で、マジョリティ売

却等による非連結化も視野に、ウェスチングハウス社グループの再編検討を行っていましたが、米国時

間2017年３月29日に、申請会社は米国連邦倒産法第11章に基づく再生手続をニューヨーク州連邦破産裁

判所に申し立てました。当社としては、裁判所の管轄のもと、申請会社と電力会社を含む利害関係者と

の適切な調整を図りながら米国原子力発電所建設プロジェクトに関する関係当事者間での合意形成を

探っていくことがウェスチングハウス社グループの事業の再生には不可欠であり、再生手続の申し立て

によるウェスチングハウス社グループの非連結化(非連結化されたウェスチングハウス社グループを以

下「WECグループ」という。)は、海外原子力事業のリスクを遮断することを目指す当社の方針にも合致

していると判断しました。海外原子力事業のリスク遮断については、当社は、米国時間2017年６月９日

に、米国ジョージア電力社他と、WECの新型原子炉「AP1000」２基の建設プロジェクトに関する当社親

会社保証について、サザン電力(米国ジョージア電力社の親会社)に3,680百万米ドル(4,129億円)を2017

年10月から2021年１月までの間に分割にて支払うことで合意しました。また、当社は、米国時間2017年

７月27日に、米国サウスカロライナ電力＆ガス社他とも、WECの新型原子炉「AP1000」２基の建設プロ

ジェクトに関する当社親会社保証について、スキャナ電力(米国サウスカロライナ電力＆ガス社他の親

会社)に2,168百万米ドル(2,432億円)を2017年10月から2022年９月までの間に分割にて支払うことで合

意しました。これらの合意に伴い、当社の保証責任は今回合意した金額を上限として固定され、親会社

保証にかかる追加の費用負担を遮断したことになります。そして、今後、プロジェクトコストの増加等

の如何なる事情を問わず、保証上限額以外の建設プロジェクト関連費用を当社に請求しないことを合意

しています。

　また、メモリ事業(SSD事業を含み、イメージセンサ事業を除く。)については、機動的かつ迅速な経

営判断体制の整備と借入金の返済原資の確保並びに連結株主資本及び連結純資産の回復のために、2017

年３月30日に開催した臨時株主総会において、当社と当社の完全子会社である東芝メモリ㈱(以下

「TMC」という。)の間の吸収分割契約について承認を得て、2017年４月１日付でメモリ事業を分社化し

ました。そして、2017年９月20日に開催した当社取締役会にてベインキャピタル社を軸とする企業コン

ソーシアムにより組成される買収目的会社である株式会社Pangea(以下「譲受会社」という。)に対し

て、TMCの全株式を譲渡価格２兆円にて譲渡(以下「本件株式譲渡」という。)し、譲受会社との間で株

式譲渡契約(以下「本件株式譲渡契約」という。)を締結することを決議し、2017年９月28日に本件株式

譲渡契約を締結しました。また、2017年10月24日に開催した臨時株主総会において、本件株式譲渡契約

が承認されました。今後、各国競争法当局の承認の取得、安全保障等に関わる承認の取得及び管轄権を

有する国家機関(仲裁廷その他国家機関に準ずる機関を含む。)が本件株式譲渡の完了を禁止していない

ことの確認等の必要な手続を経て、2018年３月末までの売却完了を目指します。
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　上記のほかにも、資本政策については様々な検討を行うとともに、資産の保有意義を聖域なく見直

し、また、社会インフラ事業を中心として事業計画を着実に実行することで財政状態の改善を図りま

す。そして、借入先金融機関からの支援・協力を継続して得るべく、誠実に説明を重ね、期限の利益喪

失の権利行使に対する放棄(Waive)、コミットメントライン契約枠(6,800億円)の更新・増枠といったお

願いを真摯に行っていきます。また、当社は、建設業法に基づく特定建設業の許可等の更新について、

特定建設業の許可等を有している会社を承継会社とした会社分割を行うなどの対策を進めています。
 

　しかしながら、当四半期報告書提出日現在、上記対応策のうち、とりわけ本件株式譲渡の完了につい

て、各国競争法当局の承認の取得時期や国際仲裁裁判所等の判断が当社の想定どおりにならない可能性

があるため、当社には継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
 

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映していません。
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２．主要な会計方針の要約

1)　四半期特有の会計処理

　　法人税等の計算

　当社は、法人税等について、2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間を含む連結会計

年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、2016年度

及び2017年度の各第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算しています。

2)　新会計基準の適用

　当社は、2017年１月１日より後に実施されたのれん減損テストからASU 2017-04を早期適用しま

した。ASU 2017-04は、現行の米国会計基準において、のれん減損テストの際に求められる２段階

テストのステップ２を廃止し、報告単位の帳簿価格がその公正価値を上回る場合に、当該報告単位

に割り当てられたのれん総額を上限として、その上回る額を減損額として認識することを要求して

います。AUS 2017-04の適用が当社の2017年度第２四半期決算における財政状態及び経営成績に与

える影響はありません。

　当社は、2016年12月15日より後に開始する第１四半期連結会計期間から、ASU 2015-17を適用

し、連結貸借対照表において、すべての繰延税金資産及び繰延税金負債を非流動区分に分類した上

で、同じ納税単位または課税管轄地に帰属する繰延税金資産及び繰延税金負債を非流動区分内で相

殺して開示しています。

　なお、過年度の期間については遡及修正していません。

3)　最近公表された会計基準

　2014年５月に、米国財務会計基準審議会は、ASU 2014-09「顧客との契約から生じる収益」を発

行しました。ASU 2014-09は、収益の認識に関する現行の基準をすべて置き換えるものであり、一

部の例外を除くすべての顧客との契約から生じる収益に、５つのステップから構成される単一の収

益認識モデルの適用を要求しています。さらに、ASU 2014-09は、顧客との契約、収益の認識に関

する重要な判断やその変更、及び、顧客との契約を獲得または履行するためのコストから認識した

資産の定量的・定性的な開示を求めています。ASU 2014-09は、2017年12月16日以降に開始する事

業年度より適用され、当社においては2018年４月１日より開始する連結会計年度から適用になりま

す。ASU 2014-09の適用が当社の財政状態及び経営成績に与える影響を現在検討しています。

　2016年１月に米国財務会計基準審議会は、ASU 2016-01「金融資産及び金融負債の認識と測定」

を発行しました。ASU 2016-01は、金融商品についての認識、測定、表示及び開示に関する改定を

行うものです。資本性投資は原則として公正価値で測定し、その変動を純損益に認識することが要

求されています。ASU 2016-01は、2017年12月16日以降に開始する事業年度より適用され、当社に

おいては2018年４月１日より開始する連結会計年度から適用になります。ASU 2016-01の適用が当

社の財政状態及び経営成績に与える影響を現在検討しています。

　2016年２月に、米国財務会計基準審議会は、ASU 2016-02「リース」を発行しました。ASU 2016-

02は、オペレーティング・リースに分類される借手側のリース契約において、一部例外を除いて、

リース資産及びリース債務を連結貸借対照表上に認識することを要求しています。ASU 2016-02

は、2018年12月16日以降に開始する事業年度より適用され、当社においては2019年４月１日より開

始する連結会計年度から適用になります。ASU 2016-02の適用が当社の財政状態及び経営成績に与

える影響を現在検討しています。

4)　後発事象

　当社グループは、ASC 855「後発事象」に基づき、当四半期報告書の提出日までを対象に後発事

象の評価を行っています。

5)　組替再表示

　2016年度第２四半期連結累計期間、2016年度第２四半期連結会計期間及び2016年度の連結財務諸

表については、2017年度第２四半期連結累計期間及び2017年度第２四半期連結会計期間の表示方法

に合わせて組み替えて表示しています。
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３．非継続事業

ヘルスケア

当社は、2015年12月21日付「『新生東芝アクションプラン』の実施について」において公表したと

おり、ヘルスケア事業が本来持つポテンシャルを最大限発揮し、企業価値・顧客価値の最大化を図

るためには、積極的な支援を行う外部資本を導入し、同時に当社の財務体質強化を実現することが

適当と判断し、東芝メディカルシステムズ㈱(以下「TMSC」という。)の売却手続を進めていまし

た。その結果、当社は、2016年３月17日付でTMSC株式の売却(以下「本件取引」という。)を決定

し、キヤノン株式会社と株式等譲渡契約書を締結しました。売却額の入金は同日で完了しており、

TMSCは当社の子会社ではなくなりました。2016年12月19日までに、キヤノン株式会社が主要各国の

競争法規制当局からのクリアランス取得を完了したため、TMSCはキヤノン株式会社の子会社となっ

ています。

また、本件取引に伴い、2016年３月末で社内カンパニーであるヘルスケア社を廃止しました。

これらの決定は、当社グループの事業運営、財政状態及び経営成績等に重要な影響をもたらす戦略

上の変更になります。そのため、ASC 205-20に従い、当該処分グループの財政状態及び経営成績を

連結貸借対照表、四半期連結貸借対照表及び四半期連結損益計算書において、非継続事業として区

分表示しています。

非継続事業として組み替えて表示された当該処分グループの経営成績は以下のとおりです。

なお、2017年３月31日時点及び2017年９月30日時点において、連結貸借対照表及び四半期連結貸

借対照表に含まれる当該処分グループの資産・負債はありません。
 

経営成績    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結累計期間

 
2017年度
第２四半期
連結累計期間

売上高及びその他の収益  11,332  ―

売上高  6,073  ―

その他の収益  5,259  ―
     

売上原価及び費用  5,226  ―

売上原価  2,927  ―

販売費及び一般管理費  2,245  ―

その他の費用  54  ―

非継続事業からの税金等調整前四半期純利益  6,106  ―

法人税等  476  ―

非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益  5,630  ―

非継続事業からの非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  ―  ―

非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益  5,630  ―
     

 

経営成績    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結会計期間

 
2017年度
第２四半期
連結会計期間

売上高及びその他の収益  6,662  ―

売上高  1,478  ―

その他の収益  5,184  ―
     

売上原価及び費用  1,300  ―

売上原価  663  ―

販売費及び一般管理費  615  ―

その他の費用  22  ―

非継続事業からの税金等調整前四半期純利益  5,362  ―

法人税等  268  ―
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経営成績    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結会計期間

 
2017年度
第２四半期
連結会計期間

非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益  5,094  ―

非継続事業からの非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  ―  ―

非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益  5,094  ―
     

 

継続事業となる当社グループと当該処分グループとの間に重要な継続的関与に該当する事項はあり

ません。

非継続事業として組み替えて表示された当該処分グループの有形固定資産の減価償却費及び無形資

産の償却費、資本的支出に重要性はありません。
 

 家庭電器事業

当社は、2015年12月21日付「『新生東芝アクションプラン』の実施について」において公表したと

おり、これまでセグメントにおけるライフスタイルに含めて報告していました当社グループの家庭

電器事業について、事業運営のさらなる効率を図ると同時に、他社との事業再編も視野に入れ、構

造改革を進めてきました。その結果、2016年３月30日付で東芝ライフスタイル㈱(以下「TLSC」とい

う。)の映像事業を当社グループに移管し、家庭電器事業を残したTLSCの発行済株式の80.1％を、美

的集団股份有限公司の100％子会社であるMidea International Corporation Company Limitedに譲

渡する旨の株式譲渡契約を締結しました。

本件譲渡により、2016年６月30日をもって、TLSCは当社の子会社から外れ、美的集団グループに異

動しました。

これらの決定は、当社グループの事業運営、財政状態及び経営成績等に重要な影響をもたらす戦略

上の変更になります。また、家庭電器事業を残したTLSC及びその子会社等は売却目的の資産に該当

します。そのため、ASC 205-20に従い、当該処分グループの財政状態及び経営成績を連結貸借対照

表、四半期連結貸借対照表及び四半期連結損益計算書において、非継続事業として区分表示してい

ます。

非継続事業として組み替えて表示された当該処分グループの経営成績は以下のとおりです。

なお、2017年３月31日時点及び2017年９月30日時点において、連結貸借対照表及び四半期連結貸借

対照表に含まれる当該処分グループの資産・負債はありません。
 

経営成績    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結累計期間

 
2017年度
第２四半期
連結累計期間

売上高及びその他の収益  75,860  ―

売上高  75,138  ―

その他の収益  722  ―
     

売上原価及び費用  79,639  ―

売上原価  62,139  ―

販売費及び一般管理費  17,068  ―

その他の費用  432  ―

非継続事業からの税金等調整前四半期純損失  △3,779  ―

非継続事業からの税金等調整前売却益  83,923  ―

法人税等  4,488  ―

非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益  75,656  ―

非継続事業からの非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  26  ―

非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益  75,630  ―
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経営成績    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結会計期間

 
2017年度
第２四半期
連結会計期間

売上高及びその他の収益  ―  ―

売上高  ―  ―

その他の収益  ―  ―
     

売上原価及び費用  ―  ―

売上原価  ―  ―

販売費及び一般管理費  ―  ―

その他の費用  ―  ―

非継続事業からの税金等調整前四半期純利益  ―  ―

非継続事業からの税金等調整前売却益  ―  ―

法人税等  561  ―

非継続事業からの非支配持分控除前四半期純損失  △561  ―

非継続事業からの非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  ―  ―

非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純損失  △561  ―
     

 

継続事業となる当社グループと当該処分グループとの間に重要な継続的関与に該当する事項はあり

ません。

非継続事業として組み替えて表示された当該処分グループの有形固定資産の減価償却費及び無形資

産の償却費、資本的支出は以下のとおりです。
 

    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結累計期間

 
2017年度
第２四半期
連結累計期間

有形固定資産の減価償却費及び

無形資産の償却費

  

224

  

―

資本的支出  2,461  ―

 

    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結会計期間

 
2017年度
第２四半期
連結会計期間

有形固定資産の減価償却費及び

無形資産の償却費

  

―

  

―

資本的支出  ―  ―

 

WECグループにおける原子力事業

当社は、2017年３月29日付「当社海外連結子会社ウェスチングハウス社等の再生手続の申立につ

いて」において公表したとおり、これまでセグメントにおけるエネルギーシステムソリューション

に含めて報告していました申請会社が、米国時間2017年３月29日に米国連邦倒産法第11章に基づく

再生手続を申し立てることを決議し、同日付でニューヨーク州連邦破産裁判所に申し立てました。

またWECグループは、再生手続の開始により、当社の実質的な支配から外れるため、当社の連結子会

社から外れました。

申請会社の米国連邦倒産法第11章の申し立ては、海外原子力(AP1000)事業のリスクを遮断すること

を目指す当社の方針にも合致しており、主要なビジネス・ラインの処分に該当し、当社グループの

事業運営、財政状態及び経営成績等に重要な影響をもたらす戦略上の変更になります。そのため、

ASC 205-20に従い、当該処分グループの財政状態及び経営成績を連結貸借対照表、四半期連結貸借

対照表及び四半期連結損益計算書において、非継続事業として区分表示しています。
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非継続事業として組み替えて表示された当該処分グループの経営成績は以下のとおりです。

なお、2017年３月31日時点及び2017年９月30日時点において、連結貸借対照表及び四半期連結貸借

対照表に含まれる当該処分グループの資産・負債はありません。
 

経営成績    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結累計期間

 
2017年度
第２四半期
連結累計期間

売上高及びその他の収益  317,108  11,161

売上高  315,966  ―

その他の収益  1,142  11,161
     

売上原価及び費用  314,559  971

売上原価  277,557  ―

販売費及び一般管理費  34,806  ―

その他の費用  2,196  971

非継続事業からの税金等調整前四半期純利益  2,549  10,190

法人税等  1,086  ―

非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益  1,463  10,190

非継続事業からの非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  △1,465  ―

非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益  2,928  10,190
     

 

経営成績    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結会計期間

 
2017年度
第２四半期
連結会計期間

売上高及びその他の収益  162,457  11,161

売上高  162,251  ―

その他の収益  206  11,161
     

売上原価及び費用  163,161  971

売上原価  144,969  ―

販売費及び一般管理費  17,430  ―

その他の費用  762  971

非継続事業からの税金等調整前四半期純利益(損失)  △704  10,190

法人税等  110  ―

非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益(損失)  △814  10,190

非継続事業からの非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)  △1,297  ―

非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益  483  10,190
     

　　(注) 2017年度第２四半期連結会計期間において、保証対象の工事完了等による債務保証損失引当金及び貸倒引当金

　　　　 の戻入益を計上しています。また、L/C(信用状)手数料に関連して発生した債権について貸倒引当金を計上して

　　　　 います。

 

当社は、米国時間2017年６月９日に、米国ジョージア電力社他と、WECの新型原子炉「AP1000」２

基の建設プロジェクトに関する当社親会社保証について、サザン電力(米国ジョージア電力社の親会

社)に3,680百万米ドル(4,129億円)を2017年10月から2021年１月までの間に分割にて支払うことで合

意しました。また、当社は、米国時間2017年７月27日に、米国サウスカロライナ電力＆ガス社他と

も、WECの新型原子炉「AP1000」２基の建設プロジェクトに関する当社親会社保証について、スキャ

ナ電力(米国サウスカロライナ電力＆ガス社他の親会社)に2,168百万米ドル(2,432億円)を2017年10

月から2022年９月までの間に分割にて支払うことで合意しました。これらの合意に伴い、当社の保

証責任は今回合意した金額を上限として固定され、親会社保証にかかる追加の費用負担を遮断した
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ことになります。そして、今後、プロジェクトコストの増加等の如何なる事情を問わず、保証上限

額以外の建設プロジェクト関連費用を当社に請求しないことを合意しています。これに伴い、四半

期連結貸借対照表上、2017年９月30日現在における当該親会社保証による負担額を未払金及び未払

費用またはその他の固定負債として表示しています。

継続事業となる当社グループと当該処分グループとの間に重要な継続的関与に該当する事項はあり

ません。

非継続事業として組み替えて表示された当該処分グループの有形固定資産の減価償却費及び無形資

産の償却費、資本的支出は以下のとおりです。
 

    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結累計期間

 
2017年度
第２四半期
連結累計期間

有形固定資産の減価償却費及び

無形資産の償却費

  

10,895

  

―

資本的支出  4,380  ―

 

    (単位：百万円)

  
2016年度
第２四半期
連結会計期間

 
2017年度
第２四半期
連結会計期間

有形固定資産の減価償却費及び

無形資産の償却費

  

4,935

  

―

資本的支出  2,825  ―
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４．公正価値の測定

　ASC 820「公正価値測定」は、公正価値を、市場参加者との通常の取引において、資産の売却の対

価として受け取る価格、または負債の移転の対価として支払われるであろう価格と定義しています。

また、公正価値測定に使用するインプットは、その内容に応じてレベル１からレベル３までの優先順

位が以下のとおり設定されています。

 

　レベル１ - 活発な市場における同一の資産または負債の市場価格

　レベル２ - 活発な市場における類似した資産または負債の市場価格

            活発でない市場における同一または類似した資産または負債の市場価格

            観察可能な市場価格以外のインプット

　　　　　　 相関関係またはその他の手法による観察可能な市場データに基づいたインプット

　レベル３ - 観察可能な市場データによる裏付けがない観察不能なインプット

 

継続的に公正価値により評価される資産及び負債

　2017年３月31日及び2017年９月30日現在において、継続的に公正価値により評価される資産及び負

債の内容は以下のとおりです。

      (単位：百万円)

 2017年３月31日現在

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

投資有価証券：        

持分証券 52,018  437  ―  52,455

負債証券 ―  ―  200  200

金融派生商品：        

先物為替予約 ―  1,503  ―  1,503

資産合計 52,018  1,940  200  54,158

負債：        

金融派生商品：        

先物為替予約 ―  1,261  ―  1,261

金利スワップ契約 ―  2,926  ―  2,926

負債合計 ―  4,187  ―  4,187
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      (単位：百万円)

 2017年９月30日現在

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産：        

投資有価証券：        

　持分証券 65,595  533  ―  66,128

　負債証券 ―  ―  1,194  1,194

金融派生商品：        

　先物為替予約 ―  3,269  ―  3,269

資産合計 65,595  3,802  1,194  70,591

負債：        

金融派生商品：        

　先物為替予約 ―  6,265  ―  6,265

　金利スワップ契約 ―  1,560  ―  1,560

　通貨スワップ契約 ―  5  ―  5

負債合計 ―  7,830  ―  7,830

 

投資有価証券

　レベル１には市場性のある有価証券が含まれ、これらは十分な取引量と頻繁な取引のある活発な市

場における市場価格により公正価値を評価しています。レベル２にはレベル１に比べ取引量の少ない

市場に上場している有価証券が含まれ、これらは活発でない市場における市場価格により公正価値を

評価しています。また、レベル３には公社債が含まれ、これらは測定日において市場が活発でないた

め、観察不能なインプットにより公正価値を評価しています。

金融派生商品

　金融派生商品には主に為替予約や金利スワップ等が含まれ、レベル２に分類しています。これら

は、外国為替レート及びLIBOR等の観察可能な市場データを利用して公正価値を評価しています。
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　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値により評価される資産の変動額は以下のとおりです。

 (単位：百万円)

 
2016年度

第２四半期連結累計期間

 投資有価証券

期首残高 203

　損益合計(実現または未実現)：  

　利益(△損失)：  

　　その他の費用 △3

　購入 ―

　売却 ―

　発行 ―

　決済 ―

四半期末残高 200

 

 (単位：百万円)

 
2017年度

第２四半期連結累計期間

 投資有価証券

期首残高 200

　損益合計(実現または未実現)：  

　利益(△損失)：  

　　その他の費用 △6

　購入 1,000

　売却 ―

　発行 ―

　決済 ―

四半期末残高 1,194

 

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値で評価される資産の内容は、公社債です。

 

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

53/87



　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値により評価される資産の変動額は以下のとおりです。

 (単位：百万円)

 
2016年度

第２四半期連結会計期間

 投資有価証券

四半期首残高 200

　損益合計(実現または未実現)：  

　利益(△損失)：  

　　その他の費用 ―

　購入 ―

　売却 ―

　発行 ―

　決済 ―

四半期末残高 200

 

 (単位：百万円)

 
2017年度

第２四半期連結会計期間

 投資有価証券

四半期首残高 200

　損益合計(実現または未実現)：  

　利益(△損失)：  

　　その他の費用 △6

　購入 1,000

　売却 ―

　発行 ―

　決済 ―

四半期末残高 1,194

 

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間において、レベル３に分類された継続的に公正

価値で評価される資産の内容は、公社債です。
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非継続的に公正価値により評価される資産及び負債

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間において非継続的に公正価値により評価される

資産の内容は以下のとおりです。

 

     (単位：百万円)

 2016年度第２四半期連結累計期間

 公正価値   

 レベル１  レベル２  レベル３  合計  減損損失

資産：          

持分証券 ―  ―  22  22  1,122

関連会社に対する投資 10,343  ―  ―  10,343  2,242

保有目的長期性資産 ―  ―  0  0  1,716

資産合計 10,343  ―  22  10,365  5,080

 

     (単位：百万円)

 2017年度第２四半期連結累計期間

 公正価値   

 レベル１  レベル２  レベル３  合計  減損損失

資産：          

持分証券 ―  ―  0  0  0

保有目的長期性資産 ―  ―  0  0  2,385

資産合計 ―  ―  0  0  2,385

 

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間において非継続的に公正価値により評価される

資産の内容は以下のとおりです。

 

     (単位：百万円)

 2016年度第２四半期連結会計期間

 公正価値   

 レベル１  レベル２  レベル３  合計  減損損失

資産：          

持分証券 ―  ―  0  0  429

保有目的長期性資産 ―  ―  0  0  1,379

資産合計 ―  ―  0  0  1,808
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     (単位：百万円)

 2017年度第２四半期連結会計期間

 公正価値   

 レベル１  レベル２  レベル３  合計  減損損失

資産：          

持分証券 ―  ―  0  0  0

保有目的長期性資産 ―  ―  0  0  1,229

資産合計 ―  ―  0  0  1,229

 

　原価法により評価される市場性のない有価証券の一部につき、一時的でない公正価値の下落に係る

評価損を計上しています。これらは会社独自の評価モデルや仮定等による観察不能なインプットによ

り公正価値を評価しているため、レベル３に分類しています。

　持分法が適用されている関連会社株式の一部につき、一時的でない公正価値の下落に係る評価損を

計上しています。活発な市場における市場価格により公正価値を評価しているため、レベル１に分類

しています。

　減損損失を計上した長期性資産は、資産から生み出される将来予測割引キャッシュ・フロー等によ

る観察不能なインプットにより公正価値を評価しているため、レベル３に分類しています。

　これらの結果、2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間に認識した減損損失は、四半期

連結損益計算書上、売上原価、持分法による投資利益、その他の費用に含めています。

　また、2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間に認識した減損損失は、四半期連結損益

計算書上、売上原価、持分法による投資利益、その他の費用に含めています。
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５．投資有価証券及びその他の投資

　2017年３月31日及び2017年９月30日現在における売却可能有価証券に分類された市場性のある持分

証券及び負債証券の取得価額、未実現保有総利益及び総損失並びに公正価値の総額は以下のとおりで

す。

      (単位：百万円)

 2017年３月31日現在

 取得価額  未実現保有総利益  未実現保有総損失  公正価値

持分証券 18,229  34,665  439  52,455

負債証券 200  ―  ―  200

 18,429  34,665  439  52,655
        

 
  

      (単位：百万円)

 2017年９月30日現在

 取得価額  未実現保有総利益  未実現保有総損失  公正価値

持分証券 18,981  47,447  300  66,128

負債証券 1,200  ―  6  1,194

 20,181  47,447  306  67,322
         

　2017年３月31日及び2017年９月30日現在において、負債証券の主な内容は公社債です。

　2017年９月30日現在において、売却可能有価証券に分類された負債証券の満期別内訳は以下のとお

りです。

      (単位：百万円)

  取得価額    公正価値  

１年以内  200    200  

１年超５年以内  ―    ―  

５年超10年以内  ―    ―  

10年超  1,000    994  

  1,200    1,194  
        
 

　2016年度第２四半期連結累計期間及び2016年度第２四半期連結会計期間において、売却可能有価証

券の売却額は、それぞれ4,729百万円及び379百万円です。2017年度第２四半期連結累計期間及び2017

年度第２四半期連結会計期間において、売却可能有価証券の売却額は、それぞれ1,081百万円及び

1,076百万円です。2016年度第２四半期連結累計期間及び2016年度第２四半期連結会計期間におい

て、売却可能有価証券の売却総利益は、それぞれ2,905百万円及び250百万円であり、同売却総損失に

重要性はありません。2017年度第２四半期連結累計期間及び2017年度第２四半期連結会計期間におい

て、売却可能有価証券の売却総利益は、それぞれ345百万円及び346百万円であり、同売却総損失に重

要性はありません。

　2017年３月31日及び2017年９月30日現在において、未実現損失が12ヶ月以上継続的に生じている売

却可能有価証券の原価及び公正価値に重要性はありません。

　2017年３月31日及び2017年９月30日現在において、原価法により評価される市場性のない有価証券

に対する投資額は、それぞれ38,919百万円及び39,352百万円です。

　2017年３月31日及び2017年９月30日現在において、上記投資額のうち減損の評価を行っていない投

資の簿価は、それぞれ38,857百万円及び39,347百万円です。減損の評価を行わなかったのは、投資の

公正価値を見積ることが実務上困難なこと、及び投資の公正価値に著しく不利な影響を及ぼす事象や

状況の変化が見られなかったためです。
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　2016年度第２四半期連結累計期間及び2016年度第２四半期連結会計期間において、市場性のある持

分証券及び市場性のない持分証券の一時的でない公正価値の下落に係る評価損は、それぞれ3,375百

万円及び429百万円です。これらは四半期連結損益計算書上、その他の費用に計上されています。

2017年度第２四半期連結累計期間及び2017年度第２四半期連結会計期間において、市場性のある持分

証券及び市場性のない持分証券の一時的でない公正価値の下落に係る評価損の金額に重要性はありま

せん。

 

６．棚卸資産

　2017年３月31日及び2017年９月30日現在における棚卸資産の内容は、以下のとおりです。

(単位：百万円)
 

 2017年３月31日現在  2017年９月30日現在

製品 215,454  225,953

仕掛品 310,599  354,811

原材料 98,268  92,672

 624,321  673,436
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７．未払退職及び年金費用

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間における期間純退職及び年金費用の内容は、以

下のとおりです。

(単位：百万円)
 
 2016年度

第２四半期連結累計期間

 2017年度

第２四半期連結累計期間

期間純退職及び年金費用の構成項目    

勤務費用 30,899  23,687

予測給付債務に対する利息費用 8,961  5,452

年金資産の期待収益 △16,692  △11,606

過去勤務費用償却額 △1,780  △1,612

認識された保険数理上の損失 14,634  11,877

縮小・清算による影響額等 8,282  －

期間純退職及び年金費用 44,304  27,798

 

 

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間における期間純退職及び年金費用の内容は、以

下のとおりです。

(単位：百万円)
 
 2016年度

第２四半期連結会計期間

 2017年度

第２四半期連結会計期間

期間純退職及び年金費用の構成項目    

勤務費用 15,145  11,775

予測給付債務に対する利息費用 4,366  2,696

年金資産の期待収益 △8,199  △5,709

過去勤務費用償却額 △897  △815

認識された保険数理上の損失 7,297  5,933

縮小・清算による影響額等 －  －

期間純退職及び年金費用 17,712  13,880

 

(注) １．2016年度第２四半期連結累計期間及び2016年度第２四半期連結会計期間における期間純退職及び年金費用に

　　　　 は、非継続事業となった家庭電器事業びWECグループにおける原子力事業の影響が、それぞれ13,673百万円及

　　　　 び2,341百万円含まれています。

　　 ２．2016年度第２四半期連結累計期間における縮小・清算による影響額等は、非継続事業となった家庭電器事業

　　　　 の売却完了に伴い認識された年金負債調整額の一括償却による影響額であり、全額が家庭電器事業の売却損

　　　　 益に含まれています。
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８．その他の収益及びその他の費用

為替換算差損

　2016年度第２四半期連結累計期間及び2016年度第２四半期連結会計期間における為替換算差損は、

それぞれ11,860百万円及び1,834百万円です。2017年度第２四半期連結累計期間及び2017年度第２四

半期連結会計期間における為替換算差損は、それぞれ11,111百万円及び12,390百万円です。

 

有価証券売却益

　2016年度第２四半期連結累計期間及び2016年度第２四半期連結会計期間における有価証券売却益

は、それぞれ3,070百万円及び221百万円です。2017年度第２四半期連結累計期間及び2017年度第２四

半期連結会計期間における有価証券売却益は、それぞれ67,194百万円及び67,116百万円です。これは

主に、ランディス・ギア・グループの株式売却によるものです。

 

固定資産売却益

　2016年度第２四半期連結累計期間及び2016年度第２四半期連結会計期間における固定資産売却益に

重要性はありません。2017年度第２四半期連結累計期間及び2017年度第２四半期連結会計期間におけ

る固定資産売却益は、それぞれ16,817百万円及び15,850百万円です。これは主に、茨木倉庫の土地売

却によるものです。

 

９．長期性資産の減損

　当社グループは事業の収益性の低下により、関連資産の減損損失を計上しました。2016年度第２四

半期連結累計期間においては、PC事業について804百万円、システムLSI事業について501百万円、映

像事業について411百万円の減損損失を計上し、2017年度第２四半期連結累計期間においては、PC事

業について1,118百万円、システムLSI事業について912百万円、映像事業について355百万円の減損損

失を計上しています。2016年度第２四半期連結会計期間においては、PC事業について507百万円、シ

ステムLSI事業について465百万円、映像事業について407百万円の減損損失を計上し、2017年度第２

四半期連結会計期間においては、PC事業について489百万円、システムLSI事業について389百万円、

映像事業について351百万円の減損損失を計上しています。これらの減損損失は四半期連結損益計算

書上、売上原価に計上されています。

　セグメント情報上、システムLSI事業の減損損失は、ストレージ＆デバイスソリューション部門

に、PC事業及び映像事業の減損損失は、その他部門に含まれています。
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10．法人税等

　当社の当連結会計年度における法定実効税率は30.9％です。2016年度及び2017年度の各第２四半期

連結累計期間における四半期連結損益計算書上の継続事業に係る見積実効税率は、それぞれ40.2％及

び116.7％です。2016年度第２四半期連結累計期間において、見積実効税率で計算された税金費用に

加えて、当社を含む連結納税グループにおける前連結会計年度末の未払法人税額と納付税額との精算

の影響が含まれています。2017年度第２四半期連結累計期間においては、東芝メモリ㈱(以下「TMC」

という。)の株式譲渡契約締結による年間の税金費用の見込を見直した影響が含まれています。2017

年４月１日付で、当社メモリ事業を当社の完全子会社であるTMCに承継させる吸収分割を実施し、

2017年９月28日付でTMC全株式を、ベインキャピタル社を軸とする企業コンソーシアムにより組成さ

れる株式会社Pangeaへ譲渡価格２兆円にて譲渡する旨の株式譲渡契約を株式会社Pangeaと締結しまし

た。当該会社分割は、外部資本導入を視野に実施したものであり、完全支配関係の継続が見込まれな

いことから、税務上の適格要件を満たさず、非適格分割として取り扱われます。非適格分割の場合、

分割時の時価による譲渡がなされたものとして扱われ、時価と帳簿価額との差額は譲渡損益として課

税対象となります。今回の株式譲渡契約締結に伴い、当該会社分割に係る承継資産・負債の時価が確

定し、想定課税所得及び税金費用を算出できるようになりました。また、継続企業の前提に関する注

記に記載された状況を受けて、TMCの株式譲渡完了による売却益は利益見込に織り込まず、一方、当

該非適格分割に係る繰延税金資産に対して評価性引当金を計上する前提で見積実効税率を算出してい

ます。以上より、2017年度第２四半期連結累計期間の見積実効税率と法定実効税率との間に差異が生

じています。
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11．資本の部

　　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間における株主資本及び非支配持分の変動額は、

　以下のとおりです。

 

   (単位：百万円)

 株主資本  非支配持分  資本合計

2016年３月31日現在残高 328,874  343,384  672,258

非支配持分との資本取引

及びその他
△2,081

 
20,758

 
18,677

当社株主への配当金 ―  ―  ―

非支配持分への配当金 ―  △10,617  △10,617

四半期包括利益：      

四半期純利益 115,309  8,686  123,995

その他の包括利益(△損失)、

税効果控除後：
 
 

 
 

 

未実現有価証券評価損益 △5,713  △5  △5,718

外貨換算調整額 △94,770  △27,093  △121,863

年金負債調整額 24,318  313  24,631

未実現デリバティブ評価損益 △2,684  △549  △3,233

四半期包括利益(△損失) 36,460  △18,648  17,812

自己株式の取得及び処分(純額) △14  ―  △14

2016年９月30日現在残高 363,239  334,877  698,116

 

   (単位：百万円)

 株主資本  非支配持分  資本合計

2017年３月31日現在残高 △552,947  277,243  △275,704

非支配持分との資本取引

及びその他
△12,449

 
△65,021

 
△77,470

当社株主への配当金 ―  ―  ―

非支配持分への配当金 ―  △8,355  △8,355

四半期包括利益：      

四半期純利益(△損失) △49,785  14,049  △35,736

その他の包括利益(△損失)、

税効果控除後：
 
 

 
 

 

未実現有価証券評価損益 9,157  115  9,272

外貨換算調整額 △23,308  △16,315  △39,623

年金負債調整額 8,942  1,197  10,139

未実現デリバティブ評価損益 713  43  756

四半期包括損失 △54,281  △911  △55,192

自己株式の取得及び処分(純額) △90  ―  △90

2017年９月30日現在残高 △619,767  202,956  △416,811
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　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間におけるその他の包括損失累計額の変動は、以

下のとおりです。

 

       (単位：百万円)

 2016年度第２四半期連結累計期間

 
未実現
有価証券
評価損益

 
外貨換算
調整額

 
年金負債
調整額

 
未実現

デリバティブ
評価損益

 合計

期首残高 23,655  △91,906  △357,962  △5,615  △431,828

当期発生その他の

包括利益(△損失)
△5,490

 
△91,742

 
6,662

 
△2,958

 
△93,528

その他の包括損失累計額

からの組替金額
△223

 
△3,028

 
17,656

 
274

 
14,679

純変動額 △5,713  △94,770  24,318  △2,684  △78,849

四半期末残高 17,942  △186,676  △333,644  △8,299  △510,677

 

       (単位：百万円)

 2017年度第２四半期連結累計期間

 
未実現
有価証券
評価損益

 
外貨換算
調整額

 
年金負債
調整額

 
未実現

デリバティブ
評価損益

 合計

期首残高 24,537  △55,468  △277,002  △2,817  △310,750

当期発生その他の

包括利益
9,393

 
6,069

 
1,828

 
653

 
17,943

その他の包括損失累計額

からの組替金額
△236

 
△29,377

 
7,114

 
60
 

△22,439

純変動額 9,157  △23,308  8,942  713  △4,496

四半期末残高 33,694  △78,776  △268,060  △2,104  △315,246
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　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間におけるその他の包括損失累計額から組み替え

られた金額は、以下のとおりです。

 

  (単位：百万円)

 その他の包括損失累計額からの組替金額

 
2016年度
第２四半期
連結累計期間

2017年度
第２四半期
連結累計期間

 
四半期連結損益計算書に

影響する項目

未実現有価証券評価損益     

 △322 △341  その他の収益及びその他の費用

 99 105  法人税等

 △223 △236  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 ― ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 △223 △236  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

外貨換算調整額     

 △1,215 △29,377  その他の収益及びその他の費用

 ― ―  法人税等

 
△1,813 ―

 非継続事業からの非支配持分控除前

四半期純利益(税効果後)

 △3,028 △29,377  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 ― ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 △3,028 △29,377  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

年金負債調整額     

 12,013 10,265  期間純退職及び年金費用(注)１

 △2,944 △3,143  法人税等

 
8,819 ―

 非継続事業からの非支配持分控除前

四半期純利益(税効果後)

 17,888 7,122  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 232 8  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 17,656 7,114  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

未実現デリバティブ

評価損益
  

 
 

 797 273  その他の収益及びその他の費用

 △340 △84  法人税等

 457 189  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 183 129  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 274 60  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

組替金額合計

－税効果及び

　非支配持分調整後

14,679 △22,439

  

(注)　１．期間純退職及び年金費用については、注記７．にて開示しています。

　　　２．その他の包括損失累計額からの組替金額の増加(減少)は、四半期連結損益計算書における利益の減少

　　　　　(増加)を示しています。
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　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間におけるその他の包括損失累計額から組み替え

られた金額は、以下のとおりです。

 

  (単位：百万円)

 その他の包括損失累計額からの組替金額

 
2016年度
第２四半期
連結会計期間

2017年度
第２四半期
連結会計期間

 
四半期連結損益計算書に

影響する項目

未実現有価証券評価損益     

 △5 △342  その他の収益及びその他の費用

 2 105  法人税等

 △3 △237  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 ― ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 △3 △237  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

外貨換算調整額     

 502 △29,444  その他の収益及びその他の費用

 ― ―  法人税等

 
― ―

 非継続事業からの非支配持分控除前

四半期純利益(税効果後)

 502 △29,444  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 ― ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 502 △29,444  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

年金負債調整額     

 6,062 5,118  期間純退職及び年金費用(注)１

 △1,459 △1,567  法人税等

 
180 ―

 非継続事業からの非支配持分控除前

四半期純利益(税効果後)

 4,783 3,551  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 64 △4  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 4,719 3,555  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

未実現デリバティブ

評価損益
  

 
 

 △818 31  その他の収益及びその他の費用

 △132 △10  法人税等

 △950 21  非支配持分控除前四半期純利益(△損失)

 56 ―  非支配持分に帰属する四半期純損益(控除)

 △1,006 21  当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)

組替金額合計

－税効果及び

　非支配持分調整後

4,212 △26,105

  

(注)　１．期間純退職及び年金費用については、注記７．にて開示しています。

　　　２．その他の包括損失累計額からの組替金額の増加(減少)は、四半期連結損益計算書における利益の減少

　　　　　(増加)を示しています。
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12．１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益(損失)

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間における継続事業からの当社株主に帰属する四

半期純利益(損失)、非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益及び当社株主に帰属する四半

期純利益(損失)に関する基本的１株当たり四半期純利益(損失)の計算における分子と分母の調整表

は、以下のとおりです。

 

      

     (単位：百万円)

 
2016年度

第２四半期連結累計期間
 

2017年度
第２四半期連結累計期間

継続事業からの当社株主に帰属する

四半期純利益(△損失)
 31,121    △59,975  

非継続事業からの当社株主に帰属する

四半期純利益
 84,188    10,190  

当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)  115,309    △49,785  

 

     (単位：千株)

 
2016年度

第２四半期連結累計期間
 

2017年度
第２四半期連結累計期間

加重平均発行済普通株式数  4,233,990    4,233,583  

        
 

      

     (単位：円)

 
2016年度

第２四半期連結累計期間
 

2017年度
第２四半期連結累計期間

基本的１株当たり継続事業からの

当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)
 7.35    △14.17  

基本的１株当たり非継続事業からの

当社株主に帰属する四半期純利益
 19.88    2.41  

基本的１株当たり当社株主に帰属する　　　　

四半期純利益(△損失)
 27.23    △11.76  

 

　なお、希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益(損失)については、希薄化効果を有す

る潜在株式が存在しないため記載していません。
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　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間における継続事業からの当社株主に帰属する四

半期純利益(損失)、非継続事業からの当社株主に帰属する四半期純利益及び当社株主に帰属する四半

期純利益(損失)に関する基本的１株当たり四半期純利益(損失)の計算における分子と分母の調整表

は、以下のとおりです。

 

      

     (単位：百万円)

 
2016年度

第２四半期連結会計期間
 

2017年度
第２四半期連結会計期間

継続事業からの当社株主に帰属する

四半期純利益(△損失)
 30,490    △110,301  

非継続事業からの当社株主に帰属する

四半期純利益
 5,016    10,190  

当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)  35,506    △100,111  

 

     (単位：千株)

 
2016年度

第２四半期連結会計期間
 

2017年度
第２四半期連結会計期間

加重平均発行済普通株式数  4,233,977    4,233,482  

 

      

     (単位：円)

 
2016年度

第２四半期連結会計期間
 

2017年度
第２四半期連結会計期間

基本的１株当たり継続事業からの

当社株主に帰属する四半期純利益(△損失)
 7.20    △26.06  

基本的１株当たり非継続事業からの

当社株主に帰属する四半期純利益
 1.19    2.41  

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益(△損失)
 8.39    △23.65  

 

　なお、希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益(損失)については、希薄化効果を有す

る潜在株式が存在しないため記載していません。
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13．金融商品

(1)金融派生商品

　当社グループは国際的に事業を営んでいるため、外国為替レート及び金利の変動による市場リス

クがあります。当社グループは通常のリスク管理の一環として、主に先物為替予約、金利スワップ

契約、通貨スワップ契約及び通貨オプションといった様々な金融派生商品をリスクを軽減するため

に利用しています。当社グループは、金融派生商品のリスク管理、承認、報告及び監視に係る方針

及び規程を有しています。当社グループの方針はトレーディング目的の金融派生商品の保有または

発行を禁止しています。

　当社グループは金融派生商品取引の契約相手先による契約不履行の場合に生ずる信用リスクにさ

らされていますが、当社グループの金融派生商品取引の契約相手先は主として信用力の高い金融機

関であり、かつ相手先を多数に分散しています。したがって金融派生商品取引の契約相手先の契約

不履行による損失の発生はほとんどないと考えています。

　当社グループは、外貨建資産及び負債に係る為替相場変動のヘッジを目的とした先物為替予約を

金融機関と行っています。外貨建売掛金及び買掛金並びに将来の外貨建取引契約に関連する先物為

替予約は、主として期末後数年以内に期限が到来します。

　当社グループは、在外事業体への投資に係る為替相場変動のヘッジを目的として、先物為替予約

及び外貨建借入金を利用しています。

　金利スワップ契約及び通貨スワップ契約は、対応する社債及び借入金並びに外貨建売掛金及び買

掛金に関連して外国為替レート及び金利の変動から生ずる当社グループの損失発生リスクを限定す

る目的で締結されます。これらの契約は2017年から2021年の間に期限が到来します。

　先物為替予約、金利スワップ契約及び通貨スワップ契約は、下記のとおり、一部を除いて、外貨

建売掛金、買掛金及び在外事業体への投資、あるいは将来取引に係る契約及びヘッジ対象となる社

債及び借入金の金利の性格に従い、公正価値ヘッジもしくはキャッシュ・フロー ヘッジもしくは

在外事業体に対する純投資ヘッジのいずれかに指定されます。

公正価値ヘッジ

　当社グループが利用する先物為替予約及び通貨スワップ契約は、外貨建売掛金及び買掛金の公正

価値の変動を減少させるのに有効です。

　当社グループが利用する金利スワップ契約は、社債及び借入金の固定金利部分を変動金利相当に

変更するのに有効です。

　公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブの公正価値の変動額は、ヘッジ対象の帳簿価格の

変動額と相殺されるため、損益に与える影響はありません。

キャッシュ・フロー ヘッジ

　当社グループが利用する先物為替予約は、それぞれ向こう３年間にわたり将来の外貨建取引契約

から生ずるキャッシュ・フローの変動を減少させるのに有効です。

　当社グループが利用する金利スワップ契約は、向こう３年間にわたり社債及び借入金の変動金利

部分を固定金利相当に変更するのに有効です。

　当社グループは、今後12ヶ月間に外貨建売掛金の回収及び外貨建買掛金の支払並びに変動金利付

債務の利払に応じて、金融派生商品に係る損失純額169百万円がその他の包括損失累計額から当社

株主に帰属する当期純利益(損失)へ組み替えられると予想しています。

在外事業体に対する純投資ヘッジ

　当社グループが利用する先物為替予約及び外貨建借入金は、在外事業体への投資の為替相場変動

を減少させるのに有効です。

　純投資ヘッジのヘッジ手段として指定された先物為替予約及び外貨建借入金の公正価値の変動額

は、ヘッジ効果の認められる範囲内で外貨換算調整額の一部として、その他包括利益(△損失)に含

めて表示しています。

　2017年９月30日現在において当社グループが保有する、在外事業体への投資の為替変動リスクを

ヘッジするための外貨建借入金の残高はありません。
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ヘッジとして指定されていない金融商品

　当社グループは、為替及び金利の変動によるリスクを管理するために、先物為替予約、金利ス

ワップ契約及び通貨スワップ契約を締結しています。これらの契約のうち、一部についてはヘッジ

会計を適用するために必要とされているヘッジ指定をしていませんが、経済的観点からはヘッジと

して有効と判断しています。

　これらのヘッジ指定されていない金融派生商品の公正価値の変動は、ただちに収益または費用と

して認識されます。

　2017年３月31日及び2017年９月30日現在における当社グループの先物為替予約の契約残高、金利

スワップ契約の想定元本総額、通貨スワップ契約の元本総額及び在外事業体に対する純投資ヘッジ

として利用する外貨建借入金残高は、以下のとおりです。

   (単位：百万円)

 2017年３月31日現在  2017年９月30日現在

先物為替予約        

　外貨売契約  293,722    405,730  

　外貨買契約  275,382    403,610  

金利スワップ契約  519,661    304,000  

通貨スワップ契約  405    399  

外貨建借入金  199,749    ―  

 

(2)金融商品の公正価値

　2017年３月31日及び2017年９月30日現在における金融商品の公正価値及び四半期連結貸借対照表

計上科目は、以下のとおりです。

     (単位：百万円)

 

 計上科目

 2017年

３月31日現在

 2017年

９月30日現在

 

ヘッジ指定の

金融派生商品：

資産：  

 

 

 

 

先物為替予約 前払費用及びその他の流動資産  1,429  1,147

負債：      

先物為替予約 その他の流動負債

その他の固定負債
 

△268

△159
 

△684

△38

金利スワップ契約 その他の流動負債  △496  △208

 その他の固定負債  △2,430  △1,352

金融派生商品以外

負債：

 
 

 
 

 

外貨建借入金
 

短期借入金
 

 

 

△199,749

 

 

 

―

 

ヘッジ指定以外

金融派生商品：

資産：

 

 

 

 

 

 先物為替予約 前払費用及びその他の流動資産  74  2,122

負債：      

先物為替予約 その他の流動負債  △834  △5,543

通貨スワップ契約 その他の流動負債  ―  △5
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    (単位：百万円)

  2017年３月31日現在  2017年９月30日現在

  貸借対照表

計上額

 
公正価値

 貸借対照表

計上額

 
公正価値

金融派生商品以外：         

負債：         

社債及び長期借入金  △830,278  △788,001  △763,090  △742,900

 

 

　上記の表は、公正価値が貸借対照表計上額とほぼ同額である金融商品及びリース関連の金融商品

を除いています。また、投資有価証券及びその他の投資に関しても、注記５．にて開示されている

ため上記の表から除いています。

　当社グループは、これらの金融商品の公正価値を見積るに当たって、期末時点での市場情勢とリ

スクの見積りに基づいた種々の方法及び仮定を用いています。

　現金及び現金同等物、受取手形及び売掛金、短期借入金、支払手形及び買掛金並びに未払金及び

未払費用を含む一定のものは、その大部分が満期までの期間が短いため、貸借対照表計上額と公正

価値はほぼ同額であるとみなしています。

　投資有価証券及びその他の投資の一部は、公表されている市場価格を用いています。

　社債及び長期借入金の公正価値は、公表されている市場価格により、あるいは公表されている市

場価格が存在しない場合には将来キャッシュ・フローの見積現在価値により見積り、レベル２また

はレベル３に分類しています。

　その他の金融商品の公正価値の決定には、将来キャッシュ・フローの見積現在価値及び再取得価

額等の手法が用いられています。

　これらの公正価値は、必ずしも期末日現在での市場における実現可能額を示していません。

 2016年度第２四半期連結累計期間における金融派生商品の四半期連結損益計算書への影響は以下

のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

   (単位：百万円)

  

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

  計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

先物為替予約  △3,838  その他の収益  9  その他の収益  105

           

    

非継続事業か

らの非支配持

分控除前四半

期純利益(税

効果後)  

△283

 

非継続事業か

らの非支配持

分控除前四半

期純利益(税

効果後)  

△716

           

金利スワップ契約  880  ―  ―  ―  ―

 

 

　在外事業体に対する純投資ヘッジ：

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　外貨建借入金 ―  ―  ―  ―  ―
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ヘッジ指定外の金融派生商品：

 (単位：百万円)

 損益認識額

 計上科目  計上額

　先物為替予約 その他の収益  1,465

    

 

非継続事業か

らの非支配持

分控除前当期

純利益(税効果

後)  

162

    

　金利スワップ契約 その他の費用  △42

 

 

 2017年度第２四半期連結累計期間における金融派生商品の四半期連結損益計算書への影響は以下

のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 165  その他の費用  △60  その他の収益  13

　金利スワップ契約 488  ―  ―  ―  ―

 

　　在外事業体に対する純投資ヘッジ:

 

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 ―  その他の費用  △7,418  ―  ―

　外貨建借入金 2,253  その他の収益  1,292  ―  ―
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ヘッジ指定外の金融派生商品：

 (単位：百万円)

 損益認識額

 計上科目  計上額

　先物為替予約 その他の費用  △4,036

　通貨スワップ契約 その他の収益  0

 

 2016年度第２四半期連結会計期間における金融派生商品の四半期連結損益計算書への影響は以下

のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

        (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)
 

 

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替

 

 

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 △387  その他の収益  1,189  その他の収益  39

          

  

 

非継続事業か

らの非支配持

分控除前当期

純利益(税効果

後)  

△183

 

非継続事業か

らの非支配持

分控除前当期

純利益(△損

失)(税効果後)  

△383

          

　金利スワップ契約 997  ―  ―  ―  ―

 

　在外事業体に対する純投資ヘッジ：

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　外貨建借入金 ―  ―  ―  ―  ―

 

ヘッジ指定外の金融派生商品：

  (単位：百万円)

  損益認識額

  計上科目  計上額

　先物為替予約  その他の費用  △2,238

     

  

非継続事業か

らの非支配持

分控除前四半

期純利益(税効

果後)  

112

     

　金利スワップ契約 その他の費用  △42
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 2017年度第２四半期連結会計期間における金融派生商品の四半期連結損益計算書への影響は以下

のとおりです。

キャッシュ・フロー ヘッジ：

        (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)
 

 

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替

 

 

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  計上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 151  その他の費用  △21  その他の収益  191

　金利スワップ契約 315  ―  ―  ―  ―

 

　　在外事業体に対する純投資ヘッジ:

 

       (単位：百万円)

 

その他の包括

利益(△損失)  

その他の包括利益(△損失)

から損益への振替  

損益認識額

(ヘッジ非有効部分及び

有効性評価より除外)

 計上額  計上科目  上額  計上科目  計上額

　先物為替予約 ―  その他の費用  △7,418  ―  ―

　外貨建借入金 ―  その他の収益  1,292  ―  ―

 

ヘッジ指定外の金融派生商品：

  (単位：百万円)

  損益認識額

  計上科目  計上額

　先物為替予約  その他の費用  △2,795

　通貨スワップ契約 その他の費用  △0
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14．契約債務及び偶発債務

　当社グループは、有形固定資産及び棚卸資産等の購入に係る契約債務、並びに変動価格及び固定価

格による長期役務購入に係る契約債務を有しており、2017年３月31日及び2017年９月30日現在におけ

る契約債務の合計は、それぞれ1,044,177百万円及び1,088,420百万円です。なお、大部分の契約債務

については見合いの販売契約を締結してまいります。

　なお、契約債務の契約期間は最長20年で、支払予定額の大部分は2019年度以降に発生します。

 

15．保証
 非連結関係会社及び第三者の借入に対する保証  

　当社グループは、非連結関係会社及び外部の第三者に対して、当社グループの製品・サービスの販

売を支援するために借入及びある種の金融債務に対して保証を付しています。これらの債務保証は、

2017年３月31日現在では2017年から2023年にかけて、2017年９月30日現在では2017年から2022年にか

けて期限が到来するか、あるいは、保証履行による支払または保証の取消により終了します。保証履

行による支払は、被保証人による債務の不履行により生じることになります。2017年３月31日及び

2017年９月30日現在において、これらの債務保証による潜在的な最大支払額は、それぞれ126,393百

万円及び109,817百万円です。

 セール・アンド・リースバック取引における残価保証  

　当社グループは、機械装置についてセール・アンド・リースバック取引を行っています。当社グ

ループはこれらの残価保証に関する支払を実行する可能性があります。当該取引におけるオペレー

ティング・リース契約は、2025年10月までの間に終了します。2017年３月31日及び2017年９月30日現

在において、残価保証による潜在的な最大支払額は、それぞれ3,945百万円及び3,980百万円です。

 受取手形及び売掛金の不履行に対する保証  

　当社グループは、受取手形及び売掛金を譲渡する証券化取引を行っています。当社グループは、受

取手形及び売掛金の売却時において、受取手形及び売掛金の不履行が生じた時にそれらを買戻す義務

を負っています。当該受取手形及び売掛金は、通常３ヶ月以内に期限が到来します。2017年３月31日

において、当該買戻し義務に対する潜在的な最大支払額は4,708百万円です。2017年９月30日におい

て、当該買戻し義務に対する潜在的な最大支払額に重要性はありません。

　2017年３月31日及び2017年９月30日現在において、上記に記載した保証に関して計上した負債の金

額に重要性はありません。
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 製品保証  

　製品保証費用の発生見込額は、製品が顧客に販売された時点で未払計上されています。製品保証費

用に対する見積りは、主として過去の経験に基づいてなされています。

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間における製品保証引当金の変動は、以下のとお

りです。

(単位：百万円)
 

 
2016年度

第２四半期連結累計期間
 

2017年度
第２四半期連結累計期間

期首残高 37,808  49,786

　増加額 35,056  9,184

　目的使用による減少額 △33,125  △16,102

　ランディス・ギア・グループの除外影響額 -  △5,521

　外貨換算調整額 △2,288  88

四半期末残高 37,451  37,435

 

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間における製品保証引当金の変動は、以下のとお

りです。

(単位：百万円)
 

 
2016年度

第２四半期連結会計期間
 

2017年度
第２四半期連結会計期間

四半期首残高 30,311  44,365

　増加額 21,907  3,935

　目的使用による減少額 △14,229  △5,361

　ランディス・ギア・グループの除外影響額 -  △5,521

　外貨換算調整額 △538  17

四半期末残高 37,451  37,435
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16．訴訟事項

　当社は、2015年２月、証券取引等監視委員会から金融商品取引法第26条に基づき報告命令を受け、

工事進行基準案件等について開示検査を受けました。その後、第三者委員会を設置し調査を行った結

果、不適切な会計処理を継続的に実行してきたことが判明し、過年度の有価証券報告書等の訂正を行

いました。当社の不適切な財務報告について、米国カリフォルニア州において、米国預託証券等の保

有者によって当社を被告とした集団訴訟が提起され、当社は、米国証券関連法令の適用がないこと等

を理由に、本件集団訴訟の棄却を裁判所に申し立てていましたが、米国現地時間2016年５月20日付け

で本集団訴訟を棄却する旨の決定がなされました。なお、本件決定については、米国現地時間2016年

７月25日付けで原告が上訴しました。

　また、国内においても、当社の不適切な会計処理により損害を被ったとして、複数の損害賠償請求

を受けており、当社は合理的に見積り可能な金額を引当計上しています。これまでに、海外機関投資

家等からそれぞれ16,106百万円、43,890百万円、9,227百万円及び21,759百万円を請求する2016年６

月付、2017年４月付、同年６月付及び同年10月付提起の訴訟、日本トラスティ―・サービス信託銀行

からのそれぞれ1,262百万円及び11,993百万円を請求する2016年５月付及び同年８月付提起の訴訟、

日本マスタートラスト信託銀行等からそれぞれ5,105百万円及び13,114百万円を請求する2017年３月

付提起の訴訟、資産管理サービス信託銀行株式会社等からの14,065百万円を請求する2017年３月付提

起の訴訟等が係属しています。なお、今後も株主等から当社に対して訴訟が提起される可能性があり

ます。
 

　当社グループは全世界において事業活動を展開しており、上記に記載しているものの他にも、訴訟

やその他の法的手続に関与し、当局による調査を受けています。地域ごとの裁判制度等の違いやこれ

らの手続は本来見通しがつきにくいものであることから、通常の想定を超えた金額の支払が命じられ

る可能性も皆無ではありません。このため、これらについて当社グループに不利益な決定がなされた

場合、その決定の内容によっては当社グループの事業、業績や財政状態に悪影響を与える可能性があ

ります。しかしながら、当社グループが現在知りうるかぎり、これらの争訟は当社グループの財政状

態及び経営成績に直ちに重大な影響を及ぼすものではないと当社グループは考えています。

 

EDINET提出書類

株式会社　東芝(E01738)

四半期報告書

76/87



17．セグメント情報

 以下に報告されているセグメント情報は、そのセグメントの財務情報が入手可能であり、マネジメ

ントが経営資源の配分の決定及び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象となっているもので

す。

　当社グループは、セグメント別の営業利益(損失)を各部門の業績評価に使用しています。当社グ

ループの営業利益(損失)は、売上高から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除して算出してい

ます。一部の事業構造改革費用及び訴訟和解費用等は、当社グループの営業利益(損失)には含まれて

いません。

　事業の種類別セグメントは、製品の性質、製造方法及び販売市場等の類似性に基づき、「エネル

ギーシステムソリューション」、「インフラシステムソリューション」、「リテール＆プリンティン

グソリューション」、「ストレージ＆デバイスソリューション」、「インダストリアルICTソリュー

ション」及び「その他」の６部門としています。

　　各部門の主な内容は以下のとおりです。

　(1) エネルギーシステムソリューション…………原子力発電システム、火力発電システム等

　(2) インフラシステムソリューション……………昇降機、照明器具、空調機器、ビル・施設

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ソリューション等

　(3) リテール＆プリンティングソリューション…POSシステム、複合機等

　(4) ストレージ＆デバイスソリューション………半導体、ハードディスク装置等

　(5) インダストリアルICTソリューション ………クラウドソリューション等

　(6) その他……………………………………………パソコン、映像機器等
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事業の種類別セグメント情報
　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間における事業の種類別セグメント情報は以下の

とおりです。

 

2016年度第２四半期連結累計期間

 

エネルギーシス

テムソリュー

ション

（百万円）

インフラシステ

ムソリューショ

ン

（百万円）

リテール＆プリ

ンティングソ

リューション

（百万円）

ストレージ＆デ

バイスソリュー

ション

（百万円）

インダストリア

ルICTソリュー

ション

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
（百万円）

連結
（百万円）

売上高          

(1) 外部顧客に

対する売上高
424,541 546,730 245,595 788,193 72,261 193,354 2,270,674 ― 2,270,674

(2) セグメント間の

内部売上高

または振替高

27,608 17,147 2,129 11,499 38,608 69,381 166,372 △166,372 ―

合　計 452,149 563,877 247,724 799,692 110,869 262,735 2,437,046 △166,372 2,270,674

営業利益(△損失) 6,002 11,160 6,485 78,310 2,843 △12,867 91,933 1,260 93,193

 

2017年度第２四半期連結累計期間

 

エネルギーシス

テムソリュー

ション

（百万円）

インフラシステ

ムソリューショ

ン

（百万円）

リテール＆プリ

ンティングソ

リューション

（百万円）

ストレージ＆デ

バイスソリュー

ション

（百万円）

インダストリア

ルICTソリュー

ション

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
（百万円）

連結
（百万円）

売上高          

(1) 外部顧客に

対する売上高
406,708 526,510 246,048 959,453 78,622 168,868 2,386,209 ― 2,386,209

(2) セグメント間の

内部売上高

または振替高

26,335 25,594 1,791 12,561 40,096 71,726 178,103 △178,103 ―

合　計 433,043 552,104 247,839 972,014 118,718 240,594 2,564,312 △178,103 2,386,209

営業利益(△損失) △4,023 2,733 11,290 235,772 △1,903 △9,036 234,833 △3,065 231,768
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　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間における事業の種類別セグメント情報は以下のと

おりです。

 

2016年度第２四半期連結会計期間

 

エネルギーシス

テムソリュー

ション

（百万円）

インフラシステ

ムソリューショ

ン

（百万円）

リテール＆プリ

ンティングソ

リューション

（百万円）

ストレージ＆デ

バイスソリュー

ション

（百万円）

インダストリア

ルICTソリュー

ション

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
（百万円）

連結
（百万円）

売上高          

(1) 外部顧客に

対する売上高
237,950 294,410 123,968 423,327 41,062 92,763 1,213,480 ― 1,213,480

(2) セグメント間の

内部売上高

または振替高

14,961 10,746 1,260 4,795 20,823 34,233 86,818 △86,818 ―

合　計 252,911 305,156 125,228 428,122 61,885 126,996 1,300,298 △86,818 1,213,480

営業利益(△損失) 11,541 8,855 4,714 54,197 4,386 △7,538 76,155 727 76,882

 

2017年度第２四半期連結会計期間

 

エネルギーシス

テムソリュー

ション

（百万円）

インフラシステ

ムソリューショ

ン

（百万円）

リテール＆プリ

ンティングソ

リューション

（百万円）

ストレージ＆デ

バイスソリュー

ション

（百万円）

インダストリア

ルICTソリュー

ション

（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

消去
（百万円）

連結
（百万円）

売上高          

(1) 外部顧客に

対する売上高
200,412 278,604 128,884 509,438 41,315 83,923 1,242,576 ― 1,242,576

(2) セグメント間の

内部売上高

または振替高

14,080 15,974 1,069 6,216 20,804 37,102 95,245 △95,245 ―

合　計 214,492 294,578 129,953 515,654 62,119 121,025 1,337,821 △95,245 1,242,576

営業利益(△損失) △2,315 4,294 7,473 131,434 1,629 △4,561 137,954 △2,876 135,078

 

(注)１．セグメント間の取引価格においては市場価格を勘案して一般取引条件を参考に両者協議の上決定しています。

２．セグメント情報における業績を現組織ベースで表示しています。
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　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間におけるセグメント別営業利益(△損失)の合計

と継続事業からの税金等調整前四半期純利益との調整は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  2016年度  2017年度  

  第２四半期連結累計期間  第２四半期連結累計期間  

　セグメント別営業利益(△損失)の合計  91,933  234,833  

　消去  1,260  △3,065  

　小計  93,193  231,768  

　受取利息及び配当金  3,561  5,410  

　持分法による投資利益  3,443  4,789  

　その他の収益  18,362  92,346  

　支払利息  △7,208  △9,814  

　その他の費用  △46,376  △49,494  

　継続事業からの税金等調整前

　四半期純利益
 64,975  275,005  

        
 

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間におけるセグメント別営業利益(△損失)の合計

と継続事業からの税金等調整前四半期純利益との調整は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  2016年度  2017年度  

  第２四半期連結会計期間  第２四半期連結会計期間  

　セグメント別営業利益(△損失)の合計  76,155  137,954  

　消去  727  △2,876  

　小計  76,882  135,078  

　受取利息及び配当金  1,805  2,434  

　持分法による投資利益  1,710  3,186  

　その他の収益  8,537  86,874  

　支払利息  △3,391  △5,311  

　その他の費用  △24,497  △32,359  

　継続事業からの税金等調整前

　四半期純利益
 61,046  189,902  
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地域別セグメント情報

売上高

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結累計期間における顧客の所在地に基づく地域別売上高は

以下のとおりです。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  2016年度  2017年度  

  第２四半期連結累計期間  第２四半期連結累計期間  

日本  1,020,395  974,455  

海外  1,250,279  1,411,754  

アジア  724,278  865,116  

北米  269,227  246,803  

欧州  168,786  212,803  

その他  87,988  87,032  

合計  2,270,674  2,386,209  
      
 

　2016年度及び2017年度の各第２四半期連結会計期間における顧客の所在地に基づく地域別売上高は

以下のとおりです。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

  2016年度  2017年度  

  第２四半期連結会計期間  第２四半期連結会計期間  

日本  575,613  514,800  

海外  637,867  727,776  

アジア  379,283  467,602  

北米  119,222  99,242  

欧州  89,483  122,446  

その他  49,879  38,486  

合計  1,213,480  1,242,576  
      

 

　(注)１．個別に開示すべき重要性のある国はありません。

　　　２．単一の外部顧客との取引から得られる収益の金額に重要性はありません。
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18．担保

借入金等への担保提供

　当社グループは、株式会社みずほ銀行、株式会社三井住友銀行及び三井住友信託銀行株式会社その

他の取引金融機関合計95社に対し、2017年４月28日付で締結した担保権設定契約に基づき、当社グ

ループが保有する上場株式と不動産を、上記取引金融機関からの借入金等の一部(2017年９月残高

481,219百万円)に対する担保として差し入れています。

　また、当社は、株式会社みずほ銀行、株式会社三井住友銀行及び三井住友信託銀行株式会社その他

の取引金融機関と締結しているコミットメントライン契約(借入枠総額680,000百万円)に関して、

2017年６月28日付で締結した株式根質権設定に関する協定書に基づき、東芝メモリ㈱の全株式を担保

として差し入れています。
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19．重要な後発事象

カザトムプロム社からのウェスチングハウス社グループの持株会社出資持分の取得

　当社は、2017年10月２日にカザフスタン共和国の国営企業であるカザトムプロム社(以下「カザト

ムプロム社」という。)から同社が保有するウェスチングハウス社グループの持株会社(以下「持株会

社」という。)の全出資持分(持株会社株式の10％)を当社に売却することができる権利(以下「プット

オプション」という。)の行使に関する通知を受領しました。

　カザトムプロム社は、契約上、2017年10月１日からこのプットオプションの行使が可能になりま

す。カザトムプロム社は、同契約に基づきプットオプションを行使したため、当社は、上記通知受領

日から90日後の2018年１月１日に、約590億円でカザトムプロム社が保有する持株会社の全出資持分

を取得する予定です。なお、本取得に係る会計処理は、2017年度第３四半期連結会計期間に実施する

予定です。

 

マンジェロッティ社株式の譲渡

　当社の海外原子力事業見直しの観点から、2017年10月31日に当社、ウェスチングハウスエレクト

リック英国ホールディング社(以下「WECUKH」という。)、及びWECは、当社が保有するマンジェロッ

ティ社(2016年３月末の純資産額約４億円)の株式70％をWECUKHまたはその子会社に譲渡することに関

する合意書を締結しました。

　マンジェロッティ社の株式譲渡は、米国破産裁判所の承認を経て完了します。譲渡価格は、約133

円(１ユーロ)の予定です。なお、本譲渡に係る会計処理は、2017年度第３四半期連結会計期間に実施

する予定です。

 

原子燃料工業株式会社の株式の取得

　当社グループの国内原子力事業の基盤強化の観点から2017年10月31日にWECUKHが保有する原子燃料

工業株式会社(以下「原燃工」という。)(2016年３月末の純資産額約110億円)の株式52％を当社の完

全子会社である東芝エネルギーシステムズ㈱(以下「ESS」という。)が、取得することについて手続

を進めることを合意しました。WECUKHの親会社である東芝原子力エナジーホールディングス(英国)社

が米国連邦倒産法第11章に基づく再生手続を申し立てたことにより、原燃工は、2016年度通期決算よ

り当社グループの連結対象から外れていますが、ESSが経営に関与することが適切と判断し、必要な

条件が満たされた場合には、株式を取得する予定です。取得の時期は未定ですが、約113円(１米ド

ル)で取得の予定です。取得手続が完了した場合には、原燃工は再び当社グループの連結対象となり

ます。
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２【その他】

　訴訟事項については、四半期連結財務諸表に対する注記16．にて記載しています。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2017年11月９日

株式会社東芝

代表執行役社長　綱川　智　殿

 

PwCあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩　尾　　健太郎　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸　　　　信　一　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田　所　　　　健　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 加　藤　　正　英　㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社東芝の2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（2017年７月１日から2017年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括損益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び四半期連結財務諸表に対す

る注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定

により米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に対する注記１

及び２参照）に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。

　当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
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限定付結論の根拠

　会社は、前々連結会計年度末である2016年３月31日現在の連結貸借対照表の非継続事業流動負債に工

事損失引当金を計上していない。これは、会社が2016年３月31日現在の連結財務諸表を作成した時点

（以下、「前々期決算の当時」という。）において、すべての利用可能な情報に基づく合理的な仮定を

使用して工事損失引当金を算定していなかったためであり、米国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠していない。

　会社が、前々期決算の当時において、すべての利用可能な情報に基づく合理的な仮定を使用して適時

かつ適切な見積りを行っていたとすれば、前々連結会計年度末である2016年３月31日現在の連結貸借対

照表の非継続事業流動負債に工事損失引当金を計上することが必要であった。前々連結会計年度末の非

継続事業流動負債に計上することが必要であった工事損失引当金の過少計上額は、前連結会計年度の経

営成績に質的及び量的に重要な影響を及ぼすため、当監査法人は、会社の2017年３月31日をもって終了

した前連結会計年度の連結財務諸表に対して限定付適正意見を表明した。また、当監査法人は、会社の

2017年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間に係る四半期連結財務諸表に対して結論を表明していない。これらの事項が、当第２四半期連結会計

期間及び当第２四半期連結累計期間の非継続事業からの非支配持分控除前四半期純利益(税効果後)、非

支配持分控除前四半期純利益及び当社株主に帰属する四半期純利益の数値とこれらの比較情報との比較

可能性に影響を及ぼすため、当連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に

係る四半期連結財務諸表に対して限定付結論を表明する。

 

限定付結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、「限定付結論の根

拠」に記載した事項の比較情報に及ぼす影響を除き、米国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準（四半期連結財務諸表に対する注記１及び２参照）に準拠して、株式会社東芝及び連結子会社

の2017年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結

累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　「継続企業の前提に関する注記」に記載されているとおり、会社は、2017年３月期においてウェスチ

ングハウスエレクトリックカンパニー社(以下「WEC」という。)及びその米国関係会社並びに米国外の

事業会社群の持株会社である東芝原子力エナジーホールディングス(英国)社に関連した巨額の損失を計

上したことを主因に債務超過となり、2017年９月30日現在の連結株主資本は△619,767百万円、連結純

資産は△416,811百万円となった。また、2016年12月28日付の格付機関による格付の引下げにより、シ

ンジケートローン契約に基づく借入金残高222,000百万円が財務制限条項に抵触しており、当該借入金

については2017年12月26日以降に借入先金融機関の請求があった場合に期限の利益を喪失する可能性が

ある。加えて、WEC及びその米国関係会社の米国原子力発電所建設プロジェクトに関わる親会社保証の

支出等を考慮すると、会社の今後の資金環境は厳しい状況となることが見込まれ、さらに、特定建設業

の許可等の更新ができないために会社の事業遂行に重大な悪影響を与える可能性がある。以上により、

会社には、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しており、現時点で

は継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不

確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　以　上
 
　(注)　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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